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＊文部科学省
・学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き（5月9日）
· 学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き・概要
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/__icsFiles/afieldfile/2019/05/09/1416474_001_1_1.pdf

· 学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き・本体
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/__icsFiles/afieldfile/2019/05/09/1416474_002_1_1.pdf

· 学校・教育委員会等向け虐待対応の手引き・参考資料
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/__icsFiles/afieldfile/2019/0

5/09/1416474_003_2.pdf

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1416474.htm

＊厚生労働省
・2019年度「児童虐待防止推進月間」の標語を募集します　期間は4月25日（木）から6月18日（火）まで
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000203559_00004.html

＊いじめ
・遺族「いじめから命守れぬ」　法改正案“骨抜き”危惧　現場に配慮か「教員の懲戒規定」削除（西日本新聞・5月11日）
　いじめ防止対策推進法の改正に向けた超党派国会議員勉強会（座長・馳浩元文部科学相）の議論に、いじめ自殺で子どもを失った遺族らの批判が噴出している。勉強会が昨年秋にまとめた「たたき台」にはいじめを放置した教員の懲戒規定などが盛り込まれたが、４月に示された「座長試案」は学校現場に配慮し、多くの項目が削除されたからだ。「誰を守る法律なのか」。骨抜きの改正案になりかねない事態に、遺族らは危機感を強める。
　「座長試案では学校を変えることはできず、子どもの命は守れない」「当初の案は希望を見いだす内容だったのに」…。4月22日、東京都内で記者会見した遺族らは次々に憤りと失望を口にした。いじめ問題の解決に取り組むＮＰＯ法人「ジェントルハートプロジェクト」の小森美登里理事は「命を救うための法律にしてほしい」と涙ながらに訴えた。
　今国会への改正案提出を目指す勉強会は昨年11月、遺族らへの意見聴取をした上でたたき台を作成した。各学校がいじめ防止基本計画を策定▽各学校にいじめ対策委員会を設置▽いじめを放置したり隠したりした教員の懲戒規定の新設－などを盛り込み、学校側の責務を明確にした。
　しかし、4月10日に示された座長試案はこれらのほとんどが削除され、「骨抜き」に。学校関係者への意見聴取で「業務が増加する」などの懸念が相次ぎ、教員の働き方や自主性などに配慮したためとされる。
　2006年、福岡県筑前町でのいじめ自殺で長男を亡くした森美加さんは、真相解明に当たる第三者委員会の人選を「利害関係のない人を２人以上入れる」とする座長試案に強い違和感を覚える。そもそも利害関係者の委員入りを禁じる現行法より後退するからだ。「ますます機能不全の第三者委になる危険性がある」と憤る。
　4月19日には、１１年に大津市で自殺した中２男子の父親が記者会見し「子どもの命より大人の都合を優先する内容だ」と座長試案を批判し、遺族ら４３組の連名で、たたき台の内容での法改正を求める意見書を勉強会に提出。5月9日には、いじめ被害者の女子高校生（１７）やいじめ防止に取り組む団体が記者会見して「座長試案ではいじめ予防にならない」と訴えた。
　「尾木ママ」こと教育評論家の尾木直樹さんは「（座長試案なら）改正しないほうがまし。学校現場で一番大切なのは子どもの命と安心安全で、それを後ろに追いやってはいけない」と指摘する。
　　　◇　　　　◇
いじめ防止対策推進法
　２０１１年の大津市の中２男子いじめ自殺をきっかけに議員立法で成立、１３年に施行された。いじめを「児童・生徒が心身の苦痛を感じているもの」と定義し、防止策や実態調査などを学校、自治体、国の責務と明記。施行後３年をめどに必要な措置を講じるとされているが、これまで見直しはされていない。
https://www.nishinippon.co.jp/nnp/national/article/509159/

＊虐待
・子どもの権利条約批准25年　一向になくならない児童虐待（毎日新聞・5月5日）
　国連の子どもの権利委員会が2月、子どもへの暴力や虐待事件が相次ぐ日本への強い懸念を示し、政府に虐待防止に取り組むよう勧告した。子どもの人権を保障する国連の「子どもの権利条約」を日本が批准して今年で25年になるが、悲惨な事件は一向になくならない。5日は「こどもの日」。専門家は、日本では「子どもは体罰をしてでもしつける対象」という考え方が根強く、「子どもの権利」がないがしろにされていると指摘する。
　「一人でも話をできる大人がいたら、違ったかもしれない」。福岡県内に住む30代男性は子どもの頃、生みの親の離婚を機に預けられた育ての親から激しい暴力や虐待を受け続け、満足に食事を与えてもらえない時期もあった。
　気を失うまで激しく殴られた小学3年のある日、「このままでは死ぬ」と恐怖を覚え、交番に駆け込んで「うちに帰りたくない」と訴えた。ところが、警察官からは「早く帰りなさい」と言われ、あざにも気付いてもらえなかったという。「もう誰にも相談しない」。男性は大人に絶望したこの出来事を今も鮮明に覚えている。
　男性は今年1月、千葉県野田市で小学4年の栗原心愛（みあ）さんが虐待死した事件のニュースを見て「なぜ救えなかったのか」と無力感を抱いた。事件では、心愛さんが父親の家庭内虐待を訴えた学校アンケートを、市教委の職員が父親に渡していた。
　なぜこうした事件が相次ぎ、子ども自身による勇気の告発も軽視されるのか。東海大の山下雅彦名誉教授（教育学）は「日本では子どもを力なき者、未熟者とみる傾向があり、体罰をしてでもしつける、という子ども観を払拭（ふっしょく）できていない。市民社会も子どもを軽く見ている」と語る。
　これに対し、国連の子どもの権利条約は、18歳未満の子どもも大人と同じ権利の主体と位置づけ、▽暴力や搾取から守られる権利▽教育を受ける権利――などとともに、自由に意見を表明する権利も保障する。
　締約国が条約が定める義務を守っているか監視する子どもの権利委員会は1月、日本の状況を審査し、2月、子どもへの暴力や虐待が「高い水準で発生している」と懸念を表明。その上で政府に▽子どもの通報や苦情申し立てなどを受け付ける仕組みづくり▽虐待防止の教育プログラム強化▽家庭への適切な支援――などを勧告し、法律による体罰の全面的な禁止も求めた。
　委員会を傍聴した子どもの権利条約総合研究所運営委員の平野裕二さん（51）は「日本は西洋に比べ子どもの権利保障が遅れていることが明らかになった」と残念がる。
　国内でも親権者による体罰禁止を盛り込んだ児童虐待防止法などの改正案が今月、国会で審議入り予定だ。山下名誉教授は、体罰を法律で禁止したスウェーデンなどでは子どもへの虐待が減少したとして「日本でも体罰禁止を急ぐべきだ」と指摘。その上で「権利条約を踏まえた政策の実現には、子どもに関わる市民の意識改革も大事だ」と強調した。【青木絵美】
昨年8万件　増加の一途
　警察庁の統計によると、全国の警察が児童相談所に児童虐待を通告した件数は昨年初めて8万件を超え、2004年の統計開始以来増加の一途をたどる。逮捕などの摘発件数は1380件で、加害者（1419人）の7割を実親が占めるが、養親や、実親の再婚相手なども2割を超える。
ことば「子どもの権利条約」
　子どもを単に保護の対象ではなく権利の主体と位置づけ、18歳未満のすべての子どもの基本的人権を国際的に保障する。前文と本文54条から成る。国連で1989年に採択された。日本は94年に批准し、158番目の締約国となった。これまでに196の国・地域が締結している。
https://mainichi.jp/articles/20190504/k00/00m/040/174000c

・虐待事件受け千葉県が緊急対策（TBS　NEWS・5月9日）
　今年１月、千葉県野田市で小学４年生の女子児童が虐待を受けて死亡した事件を受け、千葉県は児童相談所の体制を強化するなどの緊急対策をとりまとめました。
　野田市の小学４年生・栗原心愛さん（１０）が死亡した事件をめぐっては、「千葉県の第三者委員会」と「野田市の再発防止合同委員会」が検証作業を進めていますが、これらと並行して、千葉県も対策のとりまとめ作業を進めてきました。８日発表された県の緊急対策では、慢性的に定員を超過している児童相談所の一時保護施設について、増設を行って受け入れ可能な定員を増やすこと。また、児童福祉司などの職員を、およそ２００人増員することなどが柱となっています。
　さらに、担任教師が児童に気を配れるよう、小学校に非常勤講師を派遣し、教師の負担軽減を目指すことなども盛り込まれました。
https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/jnn?a=20190509-00000017-jnn-soci

・児童相談所だけでは救えない命：市町村と連携、一貫した虐待対応を（nippon.com・5月8日）
東京都目黒区の5歳の女児、千葉県野田市の女子小学生と相次いだ虐待死を機に、政府は児童相談所の体制強化など対応策に着手している。児相の現場を知る専門家に、虐待防止に向けてまず何に取り組むべきかを聞いた。
日本社会事業大学専門職大学院教授。専門は子ども家庭福祉とソーシャルワーク。特に児童虐待や社会的養護などの問題に取り組んでいる。1981年埼玉県庁に入庁し、福祉職として、児童相談所、同一時保護所、知的障害児施設、県本庁児童福祉課などに勤務した経験を持つ。2005年4月から同大学院に勤務。
全国の児童相談所（児相）が対応している虐待相談件数は増加の一途をたどり、虐待死も相次いでいる。2018年3月東京都目黒区で当時5歳の船戸結愛（ゆあ）ちゃん、19年1月には千葉県野田市の小学生、栗原心愛（みあ）ちゃん（10歳）が、父親による虐待で死亡したとされる。共に児相に通告され、一時保護などの措置が取られていたにもかかわらず、最悪の結果を防げなかったケースだ。結愛ちゃんの事件後、政府は児童福祉司の増員などを含む虐待防止に向けた緊急総合対策を決定した。だが、「もうおねがい ゆるしてください」と痛ましい「反省文」を残した結愛ちゃんの死から1年も経ないうちに、激しい暴行を受けて心愛ちゃんが死亡し、世間に衝撃を与えた。19年3月、政府は子どもへの体罰禁止を明記し、児相の体制強化を織り込んだ児童福祉法・児童虐待防止法の改正案を閣議決定し、国会に提出した。
埼玉県庁の福祉職として、児童相談所や一時保護所に勤務した経験を持つ日本社会事業大学専門職大学院の宮島清教授に、児相の現状と政府の対策について話を聞いた。
結愛ちゃん、心愛ちゃんの事案に見る共通点 
報道に基づき目黒区、野田市の事案を比較した宮島教授は、「児童虐待の背景は多様だという前提を踏まえた上で、この2事案の共通点から丁寧に学ばねばならない」と言う。
結愛ちゃんの母親は19歳で結愛ちゃんを出産した後に離婚し、2016年春に再婚、同年9月に長男を出産した。新しい父親による虐待で、結愛ちゃんは16年12月および17年3月、当時住んでいた香川県の児相に一時保護されている。初回は約1カ月、2回目は3カ月余りで保護が解除された。警察は2度父親を傷害容疑で書類送検したが、いずれも不起訴となった。その後18年1月上旬に東京都目黒区に転居。同月末に香川の児相から連絡を受けた管轄の品川児童相談所が2月に家庭訪問したが、母親に拒否されて結愛ちゃんには会えなかった。日常的に暴力を受け、食事も十分に与えられずに、3月2日結愛ちゃんは衰弱死した。
心愛ちゃんのケースでは、2歳の時に両親が離婚。夫の家庭内暴力（DV）が原因だったが、17年2月に2人は再婚する。一家は妻の故郷である沖縄県糸満市で暮らし、6月に次女が生まれた。7月には父親による妻に対するDV、心愛ちゃんへの恫喝（どうかつ）の情報が市に寄せられる。父親は糸満市の家庭訪問の要請を拒み、一家は同年8月に千葉県野田市へ転居した。11月には心愛ちゃんが「お父さんに暴力を受けています」といじめに関する小学校のアンケートに記入。県の柏児童相談所が一時保護したが、12月には親族宅で暮らすことなどを条件に保護を解除。18年1月には父親の度重なる威圧的な要請を拒み切れずに、市の教育委員会がアンケートのコピーを渡してしまう。そのすぐ後に心愛ちゃんは市内の別の学校に転校、3月上旬には、母子が父親のもとに戻ったことを把握したものの、柏児相は再度の一時保護を行わなかった。転校先の学校で心愛ちゃんは学級委員に立候補するなど、活発に学校生活を送っていたように見え、父親の暴力を訴えることはなかった。
しかし18年12月21日以降、心愛ちゃんは登校することなく、冬休み明けの19年1月7日以降も長期間欠席した。同月24日、父親が「娘の意識と呼吸がない」と通報、救急隊が浴室で遺体を発見する。満足な食事や睡眠を取れないまま、長時間立たされたり、何度も冷水を浴びせられたとのことで、母親は止めることをしなかった。自分もDVを恐れていたからだとされる。
宮島氏は、2つの事案を比較して、次のように指摘する。「母親が20歳前後で長女を出産。その後、母子生活を経て、それまで生活を共にしていなかった父親との生活が始まった。虐待が表面化し始めた頃には、家族は第2子の出産や乳児の養育をしていた。この共通点に注目すべきだ。結愛ちゃんは前夫の子で、心愛ちゃんは実子だという違いはあるものの、父親が家族に加わり、一緒に新たな家庭を築こうとする過程で虐待が起きた。最初の通告を受けたのは共に子どもが死亡する約1年半前だ。『早期発見』しても救えるわけではない。一番問題なのは、家族の歴史を踏まえた判断があったかどうか、深刻な事態に陥る可能性がある事案だという共通認識の下での一貫した関わりがあったかどうかだ。特に、第2子が生まれる前後に、リスクを踏まえた丁寧なケアがなされていたかの検証を怠ってはならない」
求められる的確な判断、共有されるべき危機意識
「一貫した対応ができない理由はいろいろある」と宮島教授は言う。「最初の時点から深刻なケースだと判断すべきであるにもかかわらず、それができていないことは多い。特に結愛ちゃんのケースでは、母親がまもなく出産すると思われる時期に、近所にも聞こえる怒鳴り声があったようだ。妊婦や乳児のいる家族は、激動の時期を過ごしている。例えば、市の『こんにちは赤ちゃん』事業（生後4カ月までの乳児のいる家庭を訪問し、相談や情報提供を行うサービス）は、どのようになされたのか、『ステップファミリー』（連れ子再婚）であることの困難さを踏まえての対応があったのかどうか。通告時の情報や通告後の調査と、乳児を抱える家庭への支援が果たして相互に生かされたのかどうかが極めて重要なポイントだ」
2017年の2度目の一時保護を解除した後、週1回カウンセリングを行っていた病院は、結愛ちゃんのけがを確認し、通報している。にもかかわらず、香川県の児相は指導措置を解除し、転居先への引き継ぎ方も危機意識に乏しいものだった。結愛ちゃんと面会できなかった品川の児相は事態の深刻さを十分に認識できていなかった。
一方心愛ちゃんの場合、「転校はどのように決まり、引き継ぎはどうだったのか。そもそも、学校での『見守り』では、子どもが礼儀正しく、活発で成績が良かったりすれば安定していると判断されやすい。教育委員会に向けられた父親の激しさや執拗（しつよう）さが、心愛ちゃんや母親に向けられたものと同じであるかもしれないという判断は、学校だけでは難しい。しかし、市の児童福祉や児童相談所と学校側とが、しっかり話し合うことができていれば、その後の関わり方は違っていたはずだ。3月以降、心愛ちゃんが再度の保護を求めなかったのは、自分のSOSが受け止められなかったという不信や母と妹を置いていけないという気持ちが働いていた可能性もある」と宮島氏は指摘する。
市町村の虐待対応の強化を
児童相談所が個別のケースに一貫して関われない要因の一つは、深刻な人材不足だ。厚労省によれば、児童福祉司1人当たりの対応件数は50件程度。結愛ちゃんの事件後に決定した緊急総合対策では、2022年度までに児相職員を3000人近く増やし、児童福祉司1人当たりの対応件数を40件程度まで減らすことを目指している。
「それだけの人材が集まるのかという懸念はあるが、政治が決断したことは評価できる」と宮島教授は言う。「だがもっと注目すべきなのは、児相だけではなく、市町村（＝基礎自治体）の体制強化を挙げていることだ。着実に進めてほしい」
総合対策では全市町村に「子育て包括支援センター」「子ども家庭総合支援拠点」を設置し、妊産婦、子どものいる家庭を対象として、地域の実情の把握、相談対応、調査、継続的支援を行うことを明記した。また、児相、保育園、学校、警察、医療機関など関係機関が効率よく情報共有して対応できるように、常勤の調整担当者を配置するとしている。
「市町村は母子保健や保育、教育に深く関わっている。だからこそ、児相と同等以上に基礎自治体が、虐待の予防も含めて困難を抱えた子どもと家庭をケアしていく必要がある」と宮島氏は強調する。「緊急対策は厚労省、法務省、内閣府など関係省庁の連絡会議で決定された重みのある決定なのだから、きちんと予算をつけて着実に実行してほしい」
2004年の児童福祉法改正で、市町村は児相と同様に通告を受ける機関として位置づけられた。「子どもに身近で接している保育園、学校（教育委員会）などにとって、児相より市町村の方が最初に相談しやすい場合が多い。通告を起点として、児相と市町村、関係機関が相互に情報をやり取りして連携を深め、一緒に取り組むことが重要だ」
児童福祉司の「国家資格化」は現実的か 
3月19日、政府が閣議決定した児童虐待防止法・児童福祉法改正案（文末参照）では、「しつけの際に体罰を禁止する」と明記した。民法の懲戒権に関しては、施行後2年をめどに検討することになっている。
また、心愛ちゃんの事案で市の教育委員会がアンケートを父親に見せてしまったことを受けて、「児童の秘密を漏らしてはならない」という守秘義務も規定した。その他、児相職員の役割分担や「常時」弁護士の助言・指導を受けるなどの規定に関しては運用次第という面もあるが、おおむね同意できると宮島教授は言う。一方、児相の体制強化の動きで最も懸念しているのは、職員である児童福祉司の専門性を高めるための「国家資格化」を巡る論議だ。改正案では、法の施行後1年をめどに、児童福祉司の「資格の在り方」を検討すると規定している。
「仮に新たな資格ができても、養成するための体制作りには時間がかかる上、そもそも学生が集まらない可能性がある。児相は24時間365日通告を受け付け、対応しなければならない過酷な職場なのに、現状では待遇面でも恵まれていないからだ。また、児童福祉司の仕事は経験値が大事で、最低でも3～5年、後進を育てるレベルになるまでには10年はかかる。分かりやすい方策として新しい資格創設を前面に置くことで、地味でも必要な取り組みが置き去りにされる恐れもある」
「現在、（国家資格の）社会福祉士の職員は児相で4割程度、市町村はもっと低い。資格がスタートラインや土台にすぎないことは社会福祉士でも同じだが、まずは、児相、市町村が社会福祉士の採用を増やすことから始めるのが現実的だろう」
子どもを地域社会が守り育む環境づくりを
また、母親と子どもを一緒に保護する仕組みを整備し、最大限に活用することが必要だと宮島教授は言う。
「配偶者によるDVと児童虐待はリンクしている。基礎自治体の対応を充実させて、包括的な支援を進め、母子を分離しないで支援することが大事。命が危ないDV案件などは母子ともに保護できる仕組みを積極的に運用していく必要がある。母子生活支援施設を最大限に活用するとともに、経済的な安定を支える施策の充実や子どものショートステイなども増やすべきだ。それで守れる事案はたくさんある」
最後に忘れてならないのは、地域社会全体で子どもを守り、育てていく視点だと宮島氏は力を込める。「結愛ちゃん、心愛ちゃんの弟、妹のように、残された子どものことを含めて『社会的養護』のこれからを切り開いていく必要がある。さまざまな悲しみを抱える子どもを受け入れて共に生きようとする姿勢、そのような生き方を共有できる地域社会を築き得るのかが問われている」
■法改正の概要（成立の場合、施行は20年4月から）
親権者や児童福祉施設は子どものしつけの際に体罰を禁止する
児童相談所で一時保護など介入的対応をする職員と保護者の支援を行う職員を分ける
常時、弁護士の配置または準じる措置を行う。医師と保健師を配置する
政府は、施行後5年をめどに中核市および特別区が児童相談所を設置できるよう支援する
学校や教育委員会、児童福祉施設の職員は児童の秘密を漏らしてはならない
DV対策との連携強化のため、配偶者暴力相談支援センターなどは児童虐待の早期発見に努める
【検討規定】
施行後2年をめどに民法の懲戒権の在り方を検討
施行後1年をめどに、児童福祉に関する資格の在り方などを含め資質向上策を検討
https://www.nippon.com/ja/in-depth/d00483/?cx_recs_click=true

・虐待対応策、学校向けマニュアル策定　文科省（日経新聞・5月9日）
千葉県野田市立小4年の栗原心愛さん（10）が自宅で死亡した虐待事件を受け、文部科学省は9日、児童虐待への対応策をまとめた学校や教育委員会向けのマニュアルを策定した。子供が学校を7日以上欠席した場合、児童相談所や市町村に情報提供することなどを明記した。教員らが虐待に早期に気付けるようにし、再発防止につなげる。
マニュアルは学校と教職員について「虐待を発見しやすい立場にある」と位置付けた。7日以上欠席した場合は速やかに児相と市町村福祉部局に情報提供するほか、特に注意を要する子供については1カ月に1回程度は出欠状況を児相や市町村に提出するよう求めた。
登校している子供については「虫歯の治療が行われていない」「服装が季節にそぐわない」といった厚生労働省作成のチェックリストなどを参考に、虐待の早期発見に努めるべきだとした。
学校から児相に通告する方法も示した。通告をためらわないよう「確証がなくても通告する。誤りでも責任は問われない」「通告は守秘義務違反ではない」と解説した。市町村や警察、弁護士との連携強化も促した。
保護者への対応の仕方では、虐待を認知した経緯は伝えず、保護者が情報開示を求めても子供の命に影響がある場合は不開示決定にする必要があるとした。
心愛さんは1月7日から学校を休み、同24日に亡くなった。虐待をしたとされる父親=傷害致死罪などで起訴=が学校に「沖縄の妻の実家にいる」と連絡したため学校や児相の対応が遅れたほか、野田市教委が父親の抗議を受けて心愛さんが虐待を訴えた学校のアンケートのコピーを手渡していたことが発覚した。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44576410Z00C19A5CR8000/

・先生が虐待見抜く手引　要素盛り込み気づけば「分厚く」（朝日新聞･5月9日）
　文部科学省は９日、全国の学校の教員らに向けた「虐待対応の手引き」を公表した。千葉県野田市の小学４年、栗原心愛（みあ）さん（１０）が今年１月に死亡した事件を受けての緊急対策の一環で、子どもの観察の仕方から必要に応じて児童相談所に通告し、その後の対応までの流れを整理している。
　手引には、虐待リスクのある子の特徴をチェックできるシートが盛り込まれた。「季節にそぐわない服装をしている」「食べ物への執着が強い」「虫歯の治療が行われていない」など、児童生徒の様子については３１項目あり、保護者の様子や家族・家庭の状況も計２３項目ある。健康診断の結果や水泳で着替えをする際などに体をチェックし、発言内容も記録して残す大切さなども指摘している。
　確証がなくても疑いがあれば児相に通告することを促し、「誤っていても学校側の責任は問われない」と明記。虐待リスクの高い子は、理由を問わず７日以上欠席した場合に情報提供するよう求めた。威圧的な態度をとる保護者にも「ひるまず毅然（きぜん）とした対応をすることが重要」と記した。
　手引はＡ４サイズで３７ページ。学校側の負担を考慮し、当初は数ページの簡易版も検討されたが、必要な要素を入れた結果、分厚くなってしまったという。文科省は「作って終わりではなく研修や会議などで周知徹底したい」としている。（矢島大輔）
虐待リスクのチェック項目の例（文科省作成の手引から）
《子どもの様子》
・ボーッとしている、急に気力がなくなる
・大人に対して反抗的、暴言を吐く
・担任に用事がなくても近づいてこようとするなど、過度のスキンシップを求める
・体や衣服に不潔感がある
・食べ物への執着が強く、過度に食べる
・季節にそぐわない服装をしている
・虫歯の治療が行われていない
・保護者の顔色をうかがう
・理由がはっきりしない欠席・遅刻・早退が多い
《保護者の様子》
・きょうだいで服装や持ち物などに差がみられる
・被害者意識が強く、事実と異なった思い込みがある
・学校行事への不参加、連絡を取ることが困難
《家族・家庭の状況》
・理由のわからない頻繁な転居がある
・近隣とのつきあいを拒否する
https://www.asahi.com/articles/ASM5952NZM59UTIL01V.html?iref=comtop_list_lif_n01

・親の体罰受けた私、だからこそ、できること……当事者も注視　虐待防止関連法案審議入り（Yahooニュース／毎日新聞・5月10日）
　児童虐待防止対策を強化するための児童福祉法と児童虐待防止法などの改正案が10日、衆院本会議で審議入りした。虐待を受けてきた当事者たちも、審議の行方を注視している。福島大3年の萩原みらいさん（21）は、法案に親による体罰禁止が明記されたことを歓迎しつつ、「何が虐待に当たるのか、子どもが知らないと意味がない。法と当事者をつなぐものが重要」と訴える。
　自営業の両親の間に、4人姉妹の三女として生まれた。父の暴力は、いつもささいなことがきっかけだった。「ただいま」の声に元気がないと激高し、髪をつかまれ殴られた。中学2年の時、車で2人で出かけた際に父が怒り出し、助手席に居た萩原さんは首を絞められ、頭を窓ガラスに打ち付けられた。
　「死んでしまう」と必死の思いで車を飛び降り、学校まで走ったが、門の前で足が止まった。「誰かに助けを求めたら、私のせいで父が悪者になってしまう」。父が育った家庭環境は複雑で、身内と言えるのは萩原さんら妻子しかいなかった。機嫌のいい休日には家族で外食し、長期休みに車で温泉旅行に行くこともあった。暴力を振るう父でも、萩原さんは「大好きだった」。
　学校への懐疑心もあった。中学の部活で帰宅が遅くなることに父が腹を立て、退部せざるを得なくなった。教師の態度は急変し、萩原さんを問題児扱いし始めた。「私は何も変わっていないのに」と、教師を信じられなくなった。高校で、虐待の相談窓口の案内が配られた時は、「大したことないと言われるかも」「失敗したら暴力がもっとひどくなる」と思い、助けを求めることができなかった。
　やがて自室に引きこもるようになった父は、萩原さんが高校3年の5月、自殺した。その日は萩原さんの誕生日だった。
　大学進学を前に高校から、困難な経験を持つ学生を対象に教育支援グローバル基金が提供する奨学金プログラム「ビヨンドトゥモロー」への参加を勧められた。つらい経験をした同世代の学生たちと出会い、自分の生い立ちを初めて人に話すことができた。
　幼少期から虐待が続くと、子どもにとってはその環境が日常になり、SOSを発すべき事態かどうかの判断がつかなくなる。萩原さんの腕には、「私が悪い子だから」と自らを傷つけたリストカットの痕が残る。「親であっても子どもをたたいたらダメだということを、教育の中で知りたかった」と語る。
　法案審議が始まることを受け、萩原さんは「テレビや本の中ではない現実として、自分の経験を児童虐待対策に生かしてほしい」と実名を明かして取材に応じた。「法律と当事者のつなぎ役として、何ができるか考えています」【横田愛】
　◇「子のためらい、理解したうえで支援を」
　坪内南・教育支援グローバル基金事務局長の話　児童虐待における親と子の関係は「加害者と被害者」「悪者と弱者」といった単純なものではなく、複雑な構図の中で問題が起きている。虐待を受けた子どもたちは、複雑な思いがありつつも、血のつながった親のことを「100％嫌いだ」と言い切る姿は見たことがない。 　虐待する親でも優しい時がある。「悪者」を前提とした相談機関などへの通報を、子どもがためらう気持ちも理解した上で支援の仕組みを考えなければ機能しない。その意味で、制度を作る際に当事者の体験に耳を傾けることは重要だ。 　法改正によって社会的な関心が高まり、新しい動きが始まれば、大きな一歩だ。虐待をした親は「鬼畜の加害者」ではなく、一歩間違えれば誰もがその親の立場になり得るという意識も必要だろう。親にも追い詰められる過程があり、包括的なサポートに議論が波及することが望まれる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20190510-00000099-mai-soci

・虐待防止法　参院選控え与野党とも実績づくり優先　対決避け修正協議（産経新聞デジタル・5月10日）
　１０日に衆院本会議で審議入りした児童福祉法と児童虐待防止法の改正案について、与党は野党との修正協議に前向きな姿勢を示す。今年最大の政治決戦となる参院選を前に、後半国会で対決ムードが強まるのを避け、早期成立を図る狙いだ。児童虐待防止に対する国民の関心は高く、野党も政権批判より実績づくりを優先する。（今仲信博、千田恒弥）
　「野党とこれから修正協議をやっていく。もめる部分はないだろう」
　自民党国対幹部は１０日、改正案の早期成立に自信を見せた。公明党も「野党と可能な限り合意形成を目指す」（幹部）立場だ。
　今国会で政府・与党は提出法案を通常国会では過去最少レベルの５６本に絞り込んだ。夏に参院選を控えているだけに、６月２６日の会期末までの終盤国会を無難に乗り切る思惑がある。
　一方、野党６党派は児童虐待防止法などの改正案の対案を提出。立憲民主党の大河原雅子氏は１０日の衆院本会議で「政府案、野党案の審議を尽くし、互いに補い合う修正法案が結実することを強く期待する」と訴えた。
　参院選に向け、野党は政府を追及しようと、北朝鮮問題などでの衆参両院の予算委員会の集中審議開催を要求する。ただ、改正案については与党と歩調を合わせる姿勢を打ち出している。
　悲惨な虐待死事件が相次ぐ中、国民にも抜本的な対策を求める意見は根強い。野党が改正案に強く反対した結果、有権者に対策の導入を遅らせていると映れば反発を招きかねない。
　野党幹部は「自分たちの主張をどれだけ盛り込めるかが主眼で、実を取りに行く」と打ち明ける。
　修正協議では、野党案に盛り込まれた児童相談所の中核市の設置義務化や、虐待を行った親への再発防止プログラムの義務化などの扱いが焦点となりそうだ。
　児相の中核市などへの設置については、与党の法案審査の際も議員から義務化を求める意見が相次いだ。ただ最終的に、自治体側に人材や予算の確保が難しいことを懸念する声があり、見送った。自民国対は「義務化はこれからの審議次第だ」と話す。
　安倍晋三首相は１０日の衆院本会議で「法案では一律の義務化とはしていないが、今後、地方と協議しつつ、設置に向けた支援を拡充し、設置促進に取り組んでいく」と指摘した。
https://www.iza.ne.jp/kiji/politics/news/190510/plt19051022370027-n1.html

・児童虐待防止法改正案が衆院審議入り　首相「根絶に総力」（産経新聞デジタル・5月1日）
　親権者による体罰の禁止を法律に明記した児童虐待防止法と児童福祉法の改正案が１０日、衆院本会議で審議入りした。千葉県野田市の小４女児死亡事件など児童虐待が相次いでいるため、児童相談所（児相）の機能強化などを図り、虐待防止に向けた体制を整備する。与党は野党との修正協議も視野に入れ、今国会での成立を目指す。
　安倍晋三首相は衆院本会議で「何よりも子供の命を守ることを最優先に、あらゆる手段を尽くし、虐待の根絶に向けて総力を挙げていく」と強調した。
　改正案は親権者だけでなく、児童福祉施設長らによる体罰も禁止した。ただ、罰則は設けていない。親権者に必要な範囲で子供の戒めを認める民法の「懲戒権」については、改正法施行後２年をめどに削除するかどうか検討する。
　児相は、虐待を受けた児童の一時保護など家庭への「介入」と、家庭への「支援」の機能がある。子供の安全確保を躊躇（ちゅうちょ）なく行えるようにするため、機能に応じて職員を分け、介入機能を強化する。
　学校や教育委員会、児童福祉施設の職員に守秘義務を課し、ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）対応機関との連携も強化する。
　一方、立憲民主党や国民民主党など６党派が提出した野党案は、中核市への児相の設置や、虐待した保護者向けの再発防止プログラムの実施などが柱となっている。
https://www.iza.ne.jp/kiji/politics/news/190510/plt19051021480024-n1.html

・心愛さんをなぜ救えなかったのか　結愛ちゃん事件の都検証部会長を務めた大竹智・立正大副学長（産経新聞デジタル・5月14日）
　－－昨年３月に東京都目黒区の船戸結愛（ゆあ）ちゃん＝当時（５）＝が両親の虐待で死亡した事件の都検証部会長を務めた経験から、千葉県野田市立小４年の栗原心愛（みあ）さん＝当時（１０）＝が今年１月に虐待死したとされる事件をどう考えるか
　「どちらの事件も母親が父親の支配下にあり、母親はコントロールされ、自分の意志で動けなかった。虐待の背景の中にはドメスティックバイオレンス（ＤＶ）があるのではという視点を忘れてはいけない」
　「どちらも転居後に事件が起きた。結愛ちゃんの事件では、引っ越し前の香川県で２回一時保護され、東京都には『継続指導が必要なケース』として引き継がれていた。都の品川児相も家庭訪問を行っているが、今後の支援のために両親との関係性を優先し、無理に結愛ちゃんに会うことはしなかった。会えなかったこと自体がリスクであることに気づき、会わせたくない『何か』があると考えて、次の具体的な約束を取り付けるべきだった」
　－－心愛さんのケースについてはどうか
　「夏休みや冬休みの後に『親族宅に帰っているから』という理由で学校を休ませているが、他の虐待事案でも『親族宅に帰っている』と学校に欠席連絡をするケースは多い。その場合には親族宅のある県や市に確認を依頼するなど何かしらの方法で子供の安全を目視で確認すべき。学校が始まっているのに実家に長期間帰るなんておかしいこと。理由を付けて会わせない背景には何らかの後ろめたいことがある」
　－－虐待のある家庭にはどのような傾向があるのか
　「親自身も体罰を受けて育てられてきた例が多い。暴力によって矯正された当時の悲しい気持ちを受け止められず、なぜ暴力を振るったのか聞くと『自分も親に暴力を受けてきた』と答える。虐待を行う親がどのような家庭で育ってきたのかを調査することも必要。親になりきれていない親自身への支援を行うことも重要だ」
　－－どちらの事件も市などの消極姿勢で救済のタイミングを逃した。どうすれば改善できるか
　「国の児相運営方針は『４８時間以内の安全確認』を定めているが、なぜ４８時間なのか根拠はない。以前、児相職員が『７２時間では遅く、２４時間では児相が持たない。元気で生きていてくれという願いを込めて４８時間』と話しているのを聞いたことがある。児童福祉司を増やすと言っても、１人当たり何件の案件なら児童福祉司が子供たちを救えるのか、ここにも根拠がない。余裕のない体制では援助や救済のボーダーが揺れる。まずはきちんと調査研究して児相などの体制を見直すべきだ」
　－－児童虐待から子供たちを守るにはどのようにしたらよいか
　「指針を守れば最悪のケースは防げる。事件が起きるときには必ず何か漏れがあるので、『どうして指針は守られなかったのか』を検証する必要がある」
　「最後は人と人のつながりが大切。書類のみのやり取りではなかなか温度まで伝わらない。機関同士が顔の見える関係になり、危機感を伝えていく必要がある」
　◆〈おおたけ・さとる〉
　昭和３７年４月、栃木県生まれ。駒沢大院人文科学研究科修了。立正大社会福祉学部准教授などを経て平成２３年、同学部教授に就任。現在は同大副学長、理事を兼務する。専門は「子ども家庭福祉学」。３０年３月に東京都目黒区の船戸結愛ちゃん＝当時（５）＝が両親から虐待を受け、死亡した事件では都検証部会の部会長を務めた。https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190514/evt19051416210013-n1.html

・どうすれば虐待死を防げるのか　模索続く国・自治体（産経新聞デジタル・5月16日）
　どうすれば、虐待を見抜け、児童らが犠牲になる事件を防げるのか－。千葉県野田市立小４年の栗原心愛（みあ）さん＝当時（１０）＝が１月、自宅浴室で死亡した虐待事件をめぐり、国や自治体の模索が続いている。国は体罰禁止を盛り込んだ法案を国会に提出し、虐待が疑われるケースを教員らが見抜く手引を作成。千葉県も一時保護所増設といった策を打ち出した。ただ、虐待発見の鍵を握る学校や児童相談所の現場には、高度な判断が求められる。「質の確保が必要だ」。専門家は課題を指摘している。
■体罰禁止
　「しつけだった」
　傷害致死罪で起訴された父親の栗原勇一郎被告（４１）は千葉県警の調べに、当初はこう供述していた。こうした「しつけ」と称した虐待は後を絶たず、政府は事件を受けて、親権者や里親、児童福祉施設長がしつけをする際の体罰禁止を明文化する改正児童福祉法案を今国会に提出している。
　罰則は設けられてはいないが、元児相所長でＮＰＯ法人「児童虐待防止協会」の津崎哲郎理事長は「体罰によらないしつけを大人が学習していく契機になる」と一定の評価をしている。
　教訓を見いだそうとする動きは他にもある。文部科学省は教員向けの虐待対応の手引を作成し、児相との情報共有の周知などを求めた。
　事件では、死亡した栗原心愛さんは、学校のアンケートで「父からの暴力」を訴えていたが、学校側は、そのアンケートを勇一郎被告の恫喝（どうかつ）に屈して手渡していた。
　手引では、虐待を疑う理由について、保護者から説明を求められても情報元を伝えず児相と連携することや、保護者との関係よりも児童の安全を優先することの徹底が示された。
　また、虐待の早期発見に《虫歯の治療が行われていない》《衣服が汚れている》とするチェックリストを提示。保護者の様子を含め違和感を抱いた際は、ためらわずに児相に通告し、子供の言動や外傷の状況を記録に残すように求めた。
　さらに、心愛さんは死亡する直前に長期間欠席していたにもかかわらず、学校側から児相への連絡が遅れていたが、手引では虐待を疑われる子供が７日以上欠席した際は、市町村や児童と速やかに情報共有することが促された。
■一時保護所を増設
　千葉県も再発防止策を公表し、虐待の疑いがある児童らを受け入れる一時保護施設の増設などを盛り込んだ。県によると、管轄の６児相の一時保護所では今月７日現在で、定員の１・３倍超の１５５人を受け入れており、増設で定員オーバーの解消を目指すという。
　また、児童の見守りやケアに当たる小学校の担任の時間を増やすため、非常勤講師の派遣を実施。ドメスティックバイオレンス（ＤＶ）対策として、家庭を支援する保健師らを初めて児相に置くとしている。
　ただ、事件で問題とされた一時保護解除をめぐる意思決定のあり方についての具体的な策は示されなかった。さらに、心愛さんへの勇一郎被告の性的虐待の疑いを把握しながら児相が一時保護を解除していたなど、問題は今も露呈し続けている。
　津崎理事長は「施設や職員の数を単純に増やしたとしても、その養成は追いつかない。中身が伴わなければ実効性を持たせるのは難しく、質の確保に向け、児相職員らの育成が急務だ」と話している。
https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190516/evt19051620270030-n1.html

・「児相職員の待遇改善を」体罰禁止法案審議の参考人質疑（共同通信・5月21日）
親による体罰禁止と児童相談所の機能強化を明記した児童虐待防止法と児童福祉法の改正案を審議している衆院厚生労働委員会は21日、参考人質疑を実施した。招かれた有識者からは児相職員の力量向上や待遇改善を求める声が相次いだ。
　日本社会事業大専門職大学院の宮島清教授は「虐待は多様で状況も変化する。的確に事案の全体像をつかんで対応しなければ子どもの命は守れない。児相の体制整備と職員の力量向上が必要だ」と指摘。NPO法人CAPNAの萬屋育子理事長は、現状の児相は経験が浅い新人らが多いとして「職員が長く働き続けられるような環境整備をお願いしたい」と求めた。
https://this.kiji.is/503395889348379745

・児童虐待の相談10年間で3倍以上に増加した背景に「面前DV」？（AERA・5月22日）
2019.5.22 08:00AERA# 朝日新聞出版の本#ジュニアエラ#読書
　子どもには、暴力から守られて育つ権利がある。それなのに、親からなぐられるなどの「児童虐待」が増えている。何が起きているのか。毎月話題になったニュースを子ども向けにやさしく解説してくれている、小中学生向けの月刊ニュースマガジン『ジュニアエラ』5月号に掲載された記事を紹介する。
＊　　＊　　＊
　食事を与えられず、十分に眠ることも許されない。真冬なのにシャワーで冷たい水を浴びせられる……。千葉県野田市の小学4年生、10歳の栗原心愛さんは、今年1月、親から虐待を受けた後に亡くなった。捜査機関は、特に父親の暴行が死につながったとみており、父親は傷害致死などの罪に問われている。
　児童虐待とは何か。
　児童虐待防止法という法律では、次の四つに分けられる。「死ね」と脅すなどの心理的虐待、「なぐる」「おぼれさせる」などの身体的虐待、「家に閉じ込める」「食事を与えない」などのネグレクト（育児放棄）、「性器をさわる」などの性的虐待だ。いずれも、法律で禁止されている。
　児童虐待は増えている。2017年度は13万3778件と、相談件数は10年前の3倍以上になった。特に増えているのは、全体の半数以上を占める心理的虐待だ。子どもの前で、親がその妻や夫に暴行したり暴言をあびせたりする「面前DV」も心理的虐待だという認識が広まったことも、増加の大きな要因となった。
　被害を受けた子どもの年齢を見ると、小学生にあたる「7～12歳」が最も多くて3割ほど。生まれて間もない「0～2歳」の約2割を上回っている。より抵抗できない小さな子だから被害を受ける、というわけではない。
　児童虐待の対応にあたるのは児童相談所と呼ばれる専門機関だ。強い権限を持っていて、子どもを守る「最後の砦」ともいわれている。
　どんな権限か。「泣き声がするけど、虐待かもしれない」。そんな通報を受けると児童相談所は調査を始める。ひどいケースとわかれば、親の同意がなくても、一時的に保護できる。状況がよくならなければ、親が反対しても、子どもを児童養護施設や、虐待を受けた子どもなどを預かる里親という一般家庭に託す。
ただ、強い権限があっても、それを適切に使う態勢づくりができていない。現場で働く専門職員の「児童福祉司」も足りていない。虐待はこの10年で3倍以上になったが、児童福祉司の数は同じ期間に約1.4倍にとどまっている。家族を引き離す強い力はやみくもには使えないことから、見極めには一定の経験も必要になる。10年程度で一人前とされるが、3年未満の人が半分近くを占める。
　児童虐待を防げないのは、児童相談所だけの問題ではない。社会の側にも目を向ける必要がある。
「しつけ」と言って、暴力を振るうことを認める社会の考え方も虐待を生んでいる。国際NGOセーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの意識調査では、成人の約6割が「しつけ」としての体罰を認めている。こうした実情から国も児童虐待防止法の改正を目指すなどして、体罰を禁止しようとしている。
　虐待する人の中には孤立を深めた人もいる。虐待で子どもが亡くなった事件を分析したところ、「泣きやまないことにいらだったため」を理由に挙げる人は少なくない。16年度分の分析では、生活保護を受けたり、税金を低く抑えてもらったりと経済的に苦しい人は2割以上いた。子育てに悩んだり、経済的に苦しくて行き詰まり、孤立してしまったりした親が虐待に手を染めたケースもある。
　児童相談所の体制を整えたり、「体罰はダメ」という考えを広めたり、親の孤立を防ぐサポート態勢を充実させたりと、まだまだやれることはある。
　忘れないでほしいことがある。子どもの人権に関する国際的な決まりごとを定めた「子どもの権利条約」では、子どもは暴力から守られ大きくなる権利が保障されている。日本も従うルールだ。だが、ときに、大人も間違える。親や親戚から、「死んでしまえ」と大声で怒鳴られたり、なぐられたり……。そんな話を友達から打ち明けられることがあるかもしれない。
　大事なことはまず、「悪いのはあなたではない」と伝えることだ。その上で、話を聞いてくれる大人を探そう。
https://dot.asahi.com/aera/2019052100011.html?page=1

・虐待防止法案修正で合意＝今国会成立へ－与野党（時事通信・5月23日）
　自民、公明両党と立憲民主、国民民主、共産など野党各党は23日、子どもを虐待した親への再発防止策を盛り込むことなどを柱にした児童虐待防止関連法改正案の修正案に正式合意した。
　今国会での成立が確実な見通しとなった。
　立憲などと別に、与党と修正協議を進めていた日本維新の会も合意に加わった。
　与野党は24日の衆院厚生労働委員会に安倍晋三首相が出席し、同改正案の質疑と採決を行うことでも合意。28日にも衆院本会議で可決、参院に送付される見込みだ。
　修正案には、虐待した親に対し「医学的または心理学的知見に基づく指導を行うよう努める」と盛り込んだ。虐待を受けた子どもがいる家庭が転居した場合の支援を、「切れ目なく行う」ことも明記した。
　虐待を受け保護や支援を行う子どもへの意見聴取とその後の対応に関しては、「必要があると認めた時」は措置を講じるとしていた文言を、「必要な措置を講じる」とより強い表現に改めた。
　立憲などは中核市や東京特別区に児童相談所を必ず設けることも規定するよう求めたが、与党側は受け入れなかった。　
https://www.jiji.com/jc/article?k=2019052300591&g=pol

・子供への懲戒権見直し諮問へ　６月の法制審総会（産経新聞デジタル・5月28日）
　親権者に子供を戒めることを認める民法の「懲戒権」規定について、山下貴司法相が法制審議会に見直しを諮問する方向で検討していることが２７日、関係者への取材で分かった。民法の「嫡出推定」の一部規定見直しも諮問を調整しており、嫡出推定が原因で、出生届が提出されない無戸籍者の解消を目指す。法制審の臨時総会を６月２０日にも開く予定。懲戒権をめぐっては、子供の教育のための意義も指摘されており、今後、議論を呼びそうだ。
　懲戒権について、今国会で審議中の、親の「しつけ」名目での体罰を禁止する児童虐待防止法と児童福祉法の改正案では、施行後２年をめどに検討するとしている。
　衆院厚生労働委員会での改正案審議で、法務省幹部は「規定の削除を含め、さまざまな選択肢を視野に入れ、国会の議論をふまえ速やかに検討する」と答弁。厚労委は削除を含めて早急に検討し、必要な措置を講じるよう政府に求める付帯決議を全会一致で可決した。ただ、法制審の民法部会委員を務めた麗澤大の八木秀次教授は「懲戒権は親が子供が社会のルールから逸脱することのないようにする権利であり、懲戒権そのものの廃止ではなく、懲戒権の内容を検討すべき」としている。
　嫡出推定見直しについては、法務省が研究会を発足。女性が婚姻中に妊娠した子は夫の子、離婚後３００日以内に出産した子は元夫の子と推定する規定により、女性が夫と別居中、または離婚直後に別の男性との間の子を産むと、戸籍に夫（元夫）の子と記載される。ドメスティックバイオレンスなどの事情で、夫（元夫）の子になるのを避けたい母親が出生届を提出せず、子が無戸籍となる要因とされる。
https://www.iza.ne.jp/kiji/life/news/190528/lif19052800350001-n1.html

・体罰禁止法案が衆院通過　全会一致、今国会成立へ（共同通信・5月28日）
　衆院本会議は28日、親の体罰を禁止する児童虐待防止法と児童福祉法の改正案を全会一致で可決した。改正案は保護者に対する再発防止措置など野党の主張を一部取り込んでおり、与野党が足並みをそろえたことで参院審議を経て今国会で成立する見込み。一部を除き、来年4月に施行される。

　しつけと称した虐待が後を絶たないことを踏まえた改正案だが罰則規定はない。親権者が必要な範囲で子どもを戒めることを認めている民法の懲戒権の在り方については、施行後2年をめどに検討するとしている。

　改正案は都道府県や児童相談所に虐待をした保護者への医学的・心理的な指導実施に努めるよう規定した。
https://this.kiji.is/505982449361339489

・虐待防止強化の改正法案、衆院で可決　児相の態勢強化へ（朝日新聞・5月28日）
　児童虐待の防止強化に向け、体罰禁止を明記した児童福祉法等改正案が２８日、衆院本会議で可決され、衆院を通過した。参院での審議を経て６月中旬に成立する見通し。
　改正案では、民法が規定する親権者の子どもへの「懲戒権」のあり方について、改正法施行後２年をめどに検討するとしている。また、児童相談所（児相）で子どもの一時保護などを行う職員と保護者支援を行う職員を分けることや、すべての児相への医師・保健師の配置などが盛り込まれている。
　自公両党は野党の修正要求に応じ、虐待をした保護者への再発防止プログラム実施を児相などの努力義務とすることや、児相の児童福祉司の増員、子どもの転居に伴う児相間の引き継ぎの徹底など約１０項目を改正案に追加した。
https://www.asahi.com/articles/ASM5X35S9M5XUTFK006.html?iref=comtop_list_lif_n04

・親から子への「懲戒権」見直しへ　法相、法制審に諮問　児童虐待防ぐ（日経新聞・5月31日）
山下貴司法相は31日午前の閣議後の記者会見で、子の教育や監護に必要な範囲で親に認めている民法の「懲戒権」の見直しを法制審議会（法相の諮問機関）に諮問する方針を示した。児童虐待問題が相次ぐなか、懲戒権が親から子への虐待を正当化する口実として悪用されているとの指摘がある。法制審では懲戒権の削除や表現の変更なども含め議論する。
6月20日に開く法制審の臨時総会で諮問する。2011年の民法改正でも懲戒権の存廃の是非は議論となった。削除は見送ったものの「子の利益のため」になる場合に認められると明記していた。それでも懲戒権が「しつけ」を口実とした虐待につながっているとの見方はくすぶっている。
今国会では親による体罰禁止を盛った児童虐待防止法と児童福祉法の改正案を審議中だ。改正案では施行後2年をめどに懲戒権のあり方を検討するとしており、法務省は対応を急ぐ。政府・与党には参院選を前に対応を急ぐ姿勢を示す狙いもありそうだ。
法制審には無戸籍者をなくすための民法の「嫡出推定」の見直しも諮問する。離婚後300日以内に生まれた子は前の夫の子と認定するものだ。この規定の存廃の是非などを議論する。
母親が前夫の子と扱われるのを避けるため出生届を提出しないことがある。4月時点で無戸籍者は827人おり、そのうち約8割がこうした理由によるものという。無戸籍となると、一定の条件を満たさないと婚姻できなかったり、旅券を取得できなかったりする。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO45499810R30C19A5EAF000/?n_cid=TPRN0003

・体罰禁止法案が衆院通過、スウェーデンの専門家はどう見た？「暴力なしに子育てされる権利が子供にはある」
40年前に世界で初めて体罰禁止を法制化したスウェーデンから日本が学べる事とは？（ハフポスト・5月31日）
相次ぐ児童虐待の防止強化を目的として、体罰禁止を明記した児童福祉法等改正案が5月28日、衆議院本会議で可決された。今後は、参議院に審議の場が移される。
これを受け、40年前に世界で初めて法律で体罰を禁止したスウェーデンから児童オンブズマンのエリサベット・ダリーンさんが来日し、弁護士の森保道さんと共に日本記者クラブで、5月30日に会見を開いた。
同会見では、どうすれば日本で体罰のない社会が実現できるかについて、スウェーデンの事例を交えた報告が行われた。
スウェーデンでも、40年前は世論の賛同は得られていなかった
まずダーリンさんは、体罰禁止の法制化を目指す日本の現在の状況について、「歴史的な瞬間に立ち会っていると思う」と語った。
スウェーデンでは、40年前の1979年に世界で初めて体罰などの禁止が法制化された。
だが、同国での体罰禁止が周知されたと感じたのは法制化から2年経った頃であり、当初から世論が盛り上がっていたわけでは決してないとダリーンさんは言う。
「法制化された当時、国民の大半は国会での決議について賛同していなかったのです。ですが、法律を作ることでそれが規範となり、やがては社会の中でも効果が実証されていくいう過程に非常に意義がありました」
「例えば、自動車のシートベルトの装着が義務化された時にも、同様に多くの国で賛同を得られませんでした。しかし法律ができると、仕方なしでもするようになるのです。その意味では、強制することに一定の意味があると思うのです」
このような状況から始まった同国での体罰禁止の法制化。続いてダリーンさんは、体罰の法的な禁止が世の中に浸透するために必要な事として、社会が広く普及活動を行う重要性を強調した。
「スウェーデンでは、政府やNGOが積極的に宣伝し、体罰の禁止事項が世間に広まった。法制化から2年後には、国民の成人のうち9割が、体罰禁止の法律を知っているという状況を作り出せたのです」
「児童への体罰を法的に禁止した国の数を示した地図をスウェーデンのSave the Childrenで制作しましたが、日本も近い将来、この地図に載っていただきたいと強く思っています」
地図には反映されていないが、現在ではネパールが追加された事で、54か国が法的に体罰を禁止している。
法制化の目的を正しく認識する事とメディアによる啓蒙が重要
現在ではスウェーデンを含め、54か国が法的に児童に対する体罰を禁止している。
体罰禁止を法制化する流れが徐々に世界に広まる中、最も大切なのは、法制化の「目的」を正しく認識する事だとダリーンさんは指摘する。
「体罰禁止の法制化の目的は、親たちを刑務所に入れる事ではありません。子どもたちには『子どもたちには、暴力なしに子育てを行われる権利がある』ということをきちんと認識することなのです。子どもたちの権利として、安全で、良いしつけを受ける権利をしっかりと守る事が大切なのです」
「暴力を振るうことなく、子育てなんてできるのでしょうか？」という質問を頻繁に受けるというダリーンさん。暴力なき子育ての実現に向けては、メディアが果たすべき役割について言及した。
「国を越えた横断的なキャンペーンが必要になると思います。社会の様々なグループないしは人々が集まって、暴力なき子育てとは何かを考え、議論する必要があります」
「そして、その役割はメディアが担うべきだと思っています。メディアの役割は非常に重要で、子どもの問題についてきちんと問題を提起する、暴力について積極的に取り上げ、教育を啓蒙する事が求められているはずです」 
児童虐待や体罰根絶のための法制化実現に向け、まだ道半ばにある日本。
日本弁護士会の声明によれば、今回の衆議院で可決された改正案は、児童への体罰禁止を明文化したことには意義があるとした一方、その内容には課題が残り、完全でないことが指摘されている。
スウェーデンの事例を見ても、法制化の実現はゴールではなくスタートラインに過ぎない。実現した後、個人やメディアがどのように社会にアプローチできるのか、これからも考えて続けていく必要があるのかもしれない。
https://www.huffingtonpost.jp/entry/story_jp_5cef8a48e4b07e067d88fe89?utm_hp_ref=jp-homepage

＊体罰
・学校で体罰どう把握？　阪神間の市教委担当者に聞く（神戸新聞・5月29日）
　男子バレーボール部員がコーチに平手打ちされ、鼓膜を損傷した尼崎市立尼崎高校（兵庫県尼崎市）の問題に端を発し、阪神間で同市や西宮市の市立中学校でも体罰が明らかになった。市立尼崎高では部の指導者が報告を隠蔽したと市教委が認め、外部通報で体罰が発覚した。閉鎖性の高い教育現場で、体罰をどう把握しているのか－。阪神間の教育委員会担当者に聞いた。（斉藤絵美、中川　恵）
　「体罰の認知と報告の体制について、抜本的に改めていかないといけない」
　尼崎市立中学校の４０代女性教諭が男子生徒の顔を平手打ちしていたことが分かり、市教委の松本眞教育長は２８日の会見で、体罰を学校や市教委が把握する仕組みの見直しに言及した。
　市立尼崎高校男子バレー部でコーチの男性臨時講師（２８）が部員を平手打ちした体罰では、匿名の情報が学校に寄せられるまで、部員のけがも知っていた男性監督が８日間報告を怠っていた。
　市立中でも外部情報が早く、同市教委の担当者は「体罰を目にした職員が校長に伝え、市教委に報告するよう徹底しているが浸透していない」と声を落とす。
　阪神間の教育担当者も体罰の把握に頭を悩ませる。
　伊丹市教委は、大阪市立桜宮高校の男子生徒が体罰を受けて自殺した２０１２年以降、生徒に「いじめ・暴力に関するアンケート」を年に２回行う。「大人や他の人から暴力を受けたことがありますか」という設問があり、回答に応じて追跡調査する。今回の体罰問題を受け、教職員向けの研修も検討しているという。
　川西市では、尼崎、西宮市での体罰が明らかになった２８日に教頭が集まる会合があり、同市教委の担当者は「何気ない職員室での会話から不適切な対応がないか、早めに見つけてほしい」と話した。
　また、宝塚市教委は同日、市立の全学校園に、体罰の禁止と体罰が起きた場合の速やかな報告を求める通知文を送った。
　芦屋市教委では全公立中学校で学期ごとに１回以上、担任教諭と子どもによる２者懇談を実施し、体罰やいじめなど相談しやすい環境を整える。ただ、担当職員は「体罰はないのが大前提。報告があれば対応するしか方法はない」としている。
https://www.kobe-np.co.jp/news/hanshin/201905/0012374005.shtml

＊障がい
・障害者の法定雇用率、達成した企業の割合　１位再び佐賀（朝日新聞・5月7日）
　障害者の法定雇用率を達成した佐賀県内の民間企業の割合が、８年連続で全国トップとなった。厚生労働省佐賀労働局が４月、発表した。労働局は、障害がある人とない人が区別されずに暮らす「ノーマライゼーション」の考えが浸透しているのではないかなどと分析している。
障害者の雇用を促進　福岡県がテレワーク活用へ
　障害者雇用促進法では、従業員の一定割合以上の障害者を雇うことを事業主に義務づけている。現在、一般民間企業の法定雇用率は２・２％、国や地方自治体は２・５％などとなっている。
　労働局の集計（昨年６月１日時点）によると、雇用障害者数は２４３９・５人で６年連続、実雇用率は２・５５％で５年連続でそれぞれ過去最高を更新。実雇用率は全国平均が２・０５％の中、全国４位だった。
　ログイン前の続き県内の対象企業（従業員数４５・５人以上）は６０３社。法定雇用率を達成した企業の割合は全国平均が４５・９％に対し、佐賀県は６６・３％で全国トップ。労働局は結果について「何か数字があるわけではない」としつつ、「小さい県ながらの良さがあると思う。『隣の企業がやっているからうちもやらなきゃ』というようなところも含めて、障害者雇用に対する『当たり前感』というような、ノーマライゼーションの考えがうまく浸透しているのではないか」と分析した。
　未達成企業２０３社のうち、障害者を１人も雇用していないのは１０６社だった。労働局は「１人目の雇用が障害者雇用の難しさとも言われている。丁寧に啓発、指導に取り組んでいきたい」としている。
　佐賀労働局は昨年１２月、県内の公共機関の障害者雇用状況（昨年６月１日時点）を発表している。これによると、県の知事部局や県警、県教委はいずれも法定雇用率を満たさず、市町の機関も３３機関中１７機関が未達成だった。地方独立行政法人の県医療センター好生館も法定雇用率に達していなかった。
　障害者雇用を巡っては、昨年、中央省庁などでの雇用数の水増しが発覚し、問題となった。
https://digital.asahi.com/articles/ASM4B551BM4BTTHB00K.html?rm=310

・修学前の障害児発達支援、無償化実現で政令案（医療介護 CB　News・5月13日）
厚生労働省がパブリックコメント募集
　厚生労働省は、「児童福祉法施行令の一部を改正する政令案」（仮称）に関するパブリックコメントを募集している。3歳から5歳までの子どもの幼児教育・保育費用の無償化に合わせ、修学前の障害児の発達支援に係る費用が10月から無償化されることを踏まえた措置。障害児の通所・入所支援の負担について、障害児を養育している場合の考え方を新たに規定する。募集期間は23日まで。
　障害児の発達支援に関しては、▽児童発達支援▽医療型児童発達支援▽居宅訪問型児童発達支援▽保育所等訪問支援▽福祉型障害児入所施設▽医療型障害児入所施設―の各サービスが無償化の対象となる。
　具体的なサービス内容については、医療型児童発達支援は「児童発達支援に加え、治療を行う」、居宅訪問型児童発達支援は「重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う」とされている。
　無償化対象の通所・入所児童のみを養育する保護者の負担については、「負担上限額を0円とする」と規定。このほか、小学校就学前の児童を複数養育する通所給付決定保護者などに関する考え方も示している。
https://www.cbnews.jp/news/entry/20190513155027

・「きょうだい児」支え合う　兄弟姉妹に障害や病気（日経新聞・5月16日）
障害や重い病気のある兄弟姉妹を持つ人が「きょうだい児」と称し、互いに支え合う活動が広がり始めた。これまでは介護、結婚などを巡って悩みを抱えていても、相談相手がなく我慢を重ねることが多かった。社会的な援助も乏しかったが、交流サイト（SNS）などを介した仲間づくりが盛んになってきている。
「きょうだいの日」の4月10日に開かれたイベントで交流する人たち（東京都杉並区）
画像の拡大
「きょうだいの日」の4月10日に開かれたイベントで交流する人たち（東京都杉並区）
「ここにいる誰もが障害のあるきょうだいへの悩みを経験していると思うと、本当に心強い」。4月10日、東京都杉並区の飲食店で開かれたきょうだい児のイベント。約30人が集まった場で、埼玉県の男性会社員（28）は感慨を込めて話した。
2歳年上の兄は自閉症で、今は施設で暮らす。子供のころから「兄が恥ずかしい」と感じ、周囲には「一人っ子」と話した。そうした自分を責める気持ちもあり、ストレスを親にぶつけるなど、心の中が重く暗い状態が続いてきた。
兄への思いを整理しようと、2018年11月にブログ投稿を始めたことが転機となった。書くことで気持ちが落ち着くと同時に、ツイッター上などで多くのきょうだい児の発信に触れ、悩みを持つのが自分だけではないことが分かった。今春には初めて両親と兄の施設や年金について話し、障害者福祉にも興味を持つようになったという。
4月10日のイベントは今年1月、この日が「きょうだいの日」として日本記念日協会（長野県佐久市）に認定されたことをきっかけに開かれた。提唱したのは病気の子供の兄弟姉妹を支援するNPO法人「しぶたね」（大阪府大東市）。すでにこの日が設けられ、兄弟姉妹をたたえたり感謝したりする慣習がある米国にならった。
イベントを企画した一人で、弁護士の藤木和子さん（36）は弟に聴覚障害があり、18年4月、4人の仲間とともにネットサイト「Sibkoto（シブコト）」を開設した。兄弟姉妹を指す英語「Sibling（シブリング）」が名前の由来だ。
サイトはきょうだい児が無料で登録でき、会員限定で投稿や閲覧ができる。これまでに10～60代の約600人が登録し、悩みを率直に話し合っている。内容は「親から過剰に期待される」「進学や就職で実家を離れてよいか」「結婚相手にどう伝えるか」「介護を負担に感じる」など様々。答えが見つからず、心を病んでしまう人も少なくないという。
藤木さん自身も仲間に出会えず、一人で抱え込んだ時期があった。「どうやって悩みを乗り越えればよいのか、具体的なヒントを蓄積して共有したい」。サイトには各地で開かれる会合の情報も載せ、交流を促す。
厚生労働省によると、身体、精神などに障害がある人は国内に936万人。障害者や保護者には自治体の支援があり、当事者のグループもあるのに比べ、きょうだい児を支える取り組みは少ない。明星大の吉川かおり教授（障害学）は「SNSでつながり、活発に情報交換することで社会を啓発する効果は大きい」と指摘する。
障害者の家族でも、ネットに疎遠な50代以上の場合は身内で何とかしようとして、行政の提供する福祉サービスを使っていない人も多いという。吉川教授は「サービスにつながれば、きょうだい児も障害者自身も生きやすくなる。きょうだい児の思いを社会全体が理解してほしい」と訴える。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44865880W9A510C1CC0000/

・学校で手話禁止、見つかれば罰が　手話が言語になるまで（朝日新聞5月28日）
　昨年、「手話は言語」と明記された富山県手話言語条例が制定された。だが、かつて聴覚障害者たちにとって、「手話は言語」とは言えない時代があった。県内の聴覚障害者や関係者を取材して、手話を巡る歴史をたどった。
学校での使用、禁じた時代
　聴覚に障害のある幼稚部から高等部までの１８人と、知的障害のある高校生が学ぶ高岡聴覚総合支援学校（富山県高岡市西藤平蔵）。中学部の教室をのぞくと、生徒たちが手話で楽しそうに会話をしていた。幼稚部の教室では、３人の子どもたちが口の動きと聞き取れる音を頼りにしりとりをしていた。
　同校の児童や生徒らの聞き取れる音の程度は様々だ。デジタル補聴器や人工内耳など、聴覚をサポートする技術の発達もあり、同校に通う児童や生徒らの数は以前より減ったという。
　指の形で５０音を示す「指文字」や口の動きを読む「口話」、そして手話。一人ひとりにあったコミュニケーションの取り方で言葉の習得や会話に励む。
　「手話は命です」
　いくつものコミュニケーションの方法がある中で、県聴覚障害者協会理事長の石倉義則さん（６６）はそう話す。
　１９５２年、富山市で生まれた石倉さん。小学校入学を控えた冬に高熱が出て、聴力を失った。両親は小学校に通えないと考え、石倉さんは小学校には通わず、１年間、家で過ごした。両親が県立聾（ろう）学校（現富山聴覚総合支援学校）の存在を知り、１年遅れで入学した。
　学校では、教師の口の動きを読み取る「口話」教育が行われていた。口の動きを読み取り、健聴者と同じように発話をする訓練が中心。口話の訓練に多くの時間がかけられたため、勉強の進度は３年遅れだったという。
ログイン前の続き　学校で手話は禁止。当時、石倉さんは正式に手話を習ってはいなかったが、友達同士で身ぶり手ぶりでコミュニケーションをとろうとして、独自の「手話」が生まれた。しかし、それが教師に見つかると、バケツを持って廊下に立たされるなど怒られたという。
口話教育は「差別の始まり」
　世界初のろう学校はパリで１７６０年ごろに設立されたという。日本では、１８７８年に京都で最初のろう学校ができた。
　１８８０年にイタリア・ミラノで開かれた、ろう教育国際会議で「口話法が手話より優れている」と決議された。口の動きから言葉を読み取ったり、発声を練習したりする「口話教育」が、手話より優先されることになった。富山県聴覚障害者協会理事長の石倉義則さん（６６）は「ろう者への差別の始まりだった」と話す。
　日本は同会議に参加していなかったが、口話優先の流れが進む。手話は「劣ったもの」「思考力が育たない」などとされ、ろう者を口話教育で健聴者に近づけることが目指された。
　竹川秀夫さん（８７）は１９３２年、富山市で傘やちょうちんを製造・販売する両親のもとに生まれた。両親は健聴者だったが、２歳上の姉と竹川さんは生まれつき耳が聞こえなかった。
　両親は教育熱心だったといい、県立盲啞（もうあ）学校（現富山聴覚総合支援学校）の近くに引っ越して、学校へは徒歩３分ほどで通えた。同級生には３、４歳年上の人も多くいた。当時、ろう者のための学校があることを知らない保護者も少なくなかったと、後に知った。
　教師の口の動きを読もうとしたが、ゆっくりはっきりした動きでなく、ほとんど分からなかったといい、学校では「苦しい思いをした」。帰宅して、母から身ぶり手ぶりで教わる情報が勉強だった。
　４５年８月の富山空襲で学校の校舎は焼失。翌月、仮校舎で授業は再開した。畳にはノミやシラミがいたが、書いた作文を添削してもらうなど、文章の練習ができたのがうれしかった。しかし、学校では相変わらず、口話が教育の中心だった。
差別当たり前の意識、変えた元教員
　県聴覚障害者協会理事の針山和雄さん（７１）は元教員。１９７３年、魚津工業高から異動した富山ろう学校（現富山聴覚総合支援学校）で、ろう者の置かれた状況を初めて知った。
　異動が決まった時、「手話ができないのに困ったな」と思った。だが、富山ろう学校の勤務初日、教頭が言った。「手話なんか必要ない」。校内では、口の動きを読み取る「口話」が中心だった。
　当時、幼稚部から高等部まで教員は４０人ほどいた。勤務を始めて徐々にわかったのは、生徒たちを「自分の考えをもっていない」などと見下すような教員がいたこと。ショックだった。
　高等部の生徒を指導した針山さんも、コミュニケーションに戸惑った。授業や実習では、身ぶり手ぶりで指導。コミュニケーションを深めようと、授業の感想文を書かせた。しかし、文法を正しく理解できておらず、「僕は金属です。針山は勉強です」と書く生徒もいた。
　学校では口話中心だが、生徒たちは友達同士の会話では手話を使っていた。針山さんは７４年冬から手話サークルに通う。生徒と手話で会話するようになり、学校外での暮らしを知った。親戚の葬式に出たある生徒は「変な声を出してみっともないからと自分だけ別室にいた」と話してくれた。
　ある土曜、寄宿舎から自宅に帰る生徒と一緒に電車に乗った。手話で話しかけると生徒の返事は「じろじろ見られて恥ずかしいからやめてください」。
　校内では徐々に、手話を意思疎通の補助として使うことが暗黙のうちに認められるようになったが、針山さんは「堂々と手話が使える社会にしないと」との思いを募らせた。
　同校で勤務して２０年ほど経った頃、文化祭でろう者への差別をテーマにした演劇「翼をください」を作った。公立校と私立校の学力差による差別をテーマにしたジェームス三木脚本のドラマをヒントに、ろう学校の生徒たちへの差別をテーマにした。
　生徒の実体験を脚本に生かそうとしたが、生徒は当初、乗り気ではなかった。ろう者として差別されることを「当たり前」のように受け止めていたからだ。そんな生徒たちに、針山さんは根気強く向き合った。「自分も周りも『当たり前』と思っていることを変える意識を持ってほしい」と考えていた。
　次第に生徒たちが脚本への意見を出してくれるようになった。生徒の一人は、通学のバスで小学生から補聴器をからかわれ、「やめて」と言ったが、発音が変だと笑われたという。「どんな気持ちだった？」と聞くと、生徒は「悔しかったんだ」と本当の気持ちに気づいたという。
　「心に閉ざしていた出来事や感情を、表に出していいんだと思えたのではないか」と針山さん。そして「手話は豊かな感情を伝える大切な手段です」。教員を退いた今は、手話通訳士としてろう者を支える。
情報量の格差ない環境へ
　「口話」が中心だった県内のろう学校でも、明確な時期ははっきりしないが、次第に手話が使われるようになっていったという。
　富山聴覚総合支援学校の教員、浪川元秀さん（３０）は、幼稚部から高等部まで、高岡聴覚総合支援学校で学んだ。幼稚部、小学部の頃は授業の中心は口話だったが、中学部から手話も使った授業が始まったと振り返る。
　浪川さんには２歳下の妹がいる。幼い頃、母親と一緒に妹の送り迎えで保育所に行き、補聴器をつけずに遊んでいる子どもを見た。補聴器をつけている自分は耳が聞こえないのだと、少しずつ理解していった。
　自分と同じ立場の子どもたちにも自分らしく生きてほしいと、特別支援学校の教員になることを視野に、富山大人間発達科学部に進学。入学当初は講義の要約筆記などの支援はなく、「何も分からなかった」。教科書だけでは講義を理解できず、同じ講義を受けている人にノートを見せてもらうなどして補った。
　聴覚総合支援学校とは違い、健聴者に囲まれた生活にさみしさも感じた。しかし、特別支援学校の教員養成のコースに進むと、周囲が障害に理解を示し、手話を覚えてくれた。手話サークルもできた。
　浪川さんは自身の経験から、聴覚障害のある子どもたちにも「必要な支援を理解し、自ら求める力を身につけてほしい」と思う。
　「手話は言語」と定義する「障害者権利条約」を国連が採択したのは２００６年。障害者基本法が改正され「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会が確保される」と明記されたのが１１年。富山県手話言語条例が制定されたのが１８年。ろう者たちの思いや、支える人たちの声を受けて少しずつ、ろう者を取り巻く環境は変わってきた。
　しかし、浪川さんによると、困ることはまだ多い。会議では手話のできる教員が通訳してくれるが、正式な手話通訳士ではないため、伝わる情報は「半分か３分の１程度」。意見を言おうとしても、既に別の話題に移ってしまっていることもあるという。
　音声情報がいつでも文字情報に置き換えられたり、手話通訳が日常的にいたりして「情報量の格差がない環境が理想」と浪川さん。「少しずつ自分の意見を伝えて、よくしていきたい」
https://digital.asahi.com/articles/ASM5W566GM5WPUZB00S.html?rm=699

＊性暴力
・「裁判所は守ってくれない」性犯罪被害者、悲痛な訴え（産経新聞デジタル・5月7日）
　「裁判所は私を守ってくれない」。裁判所が容疑者や被告の身柄拘束を解く基準を緩和する傾向を強めていることで、被害者の間では、報復に対する恐怖や不安を訴える声が上がっている。特に女性の心身に重いダメージを与える性犯罪では、被害者が裁判所への不信感から被害届を取り下げ、事件が潰れるなどの深刻な事態も起きている。（大竹直樹、入澤亮輔、北野裕子）
■「逆恨みされる…」
　大阪府内に住む２０代女性は昨秋、自宅マンションの通路で見知らぬ男に背後から口をふさがれるなどの被害に遭った。約１カ月後、男は強制わいせつ未遂容疑で府警に逮捕された。大阪地検は勾留請求したが、大阪地裁は却下。「逃亡や証拠隠滅の恐れは否定できないが、被害者と接触しないことを誓約していることなどから勾留の必要性はない」として地検の準抗告は棄却された。逮捕から２日後、男は釈放された（その後、在宅起訴）。
　「私の被害って大したことないんだなと思った」
　女性は釈放を聞かされ、そう感じた。それと同時に男に逆恨みされないかとの恐怖が急にこみ上げてきた。それ以降、家族に駅までの送り迎えを頼み、外から自室の様子が見えないよう厚手のカーテンに替えた。釈放される際、男が裁判所に提出した誓約書には「女性の最寄り駅を利用しない」と記されていたが、最寄り駅はターミナル駅で、男は隣接する市に住んでいた。女性は「裁判所は私を守ってくれない」と感じ、一時は被害届の取り下げも考えたという。
　証拠が少ないケースが多い性犯罪では、被害者の証言が立証の大きなウエートを占める。ある地検幹部は「勾留が却下されたことで心を痛め、証言を拒否したり、被害届を取り下げたりする被害者は少なくない」と話す。
■複数前科あっても
　再犯率の高い性犯罪。複数の前科があったり、否認したりしていても、痴漢や盗撮といった迷惑防止条例違反事件では近年、勾留されることはほとんどないという。
　昨年１０月、大阪府内に住む女子高生は、駅のエスカレーターで、３日連続で男（３８）にスカート内を盗撮された。府警が防犯カメラを解析したところ、男は約３カ月間、この生徒を追い回していた。
　女子高生の母親は「娘は事件後、髪形を変え、男性に対する嫌悪感が残っている」と被害の「後遺症」を訴える。男は同様の事件で２度罰金刑を受けていたが、勾留請求は地裁に却下され、逮捕から２日で釈放された。母親は「犯人の人権が守られすぎているのでは」と苦言を呈した。
　女子高生の長女が電車内で痴漢被害に遭ったという父親（５１）は「裁判所も釈放するなら犯人を管理することをしてほしい」と話す。長女は事件後、通学路を変え、家族も自宅から徒歩１０分の距離に住む犯人の動向に気をもむ日々が続く。父親は「被害者保護の観点に立った施策が必要ではないか」と指摘する。
■「新居に住めない」
　東京都内に住む中学生の女子生徒は小学校低学年のころ、近所に住む２０代の大学生の男に何度も自宅に連れ込まれ、性的暴行を受けた。男は数年後、強姦（ごうかん）未遂容疑で逮捕されたが、処分保留で釈放された。女子生徒は被害後、しばらく誰にも打ち明けられず、被害を訴えた時には日時を特定することが難しくなっていたためだ。
　男は在宅起訴され、東京地裁で昨年、強制わいせつ罪で懲役２年の実刑判決を受けたが、東京高裁に控訴し、今も裁判が続いている。いったん釈放されたため、実刑判決を受けながら今も同じ自宅に住んでいるという。
　事件後、女子生徒と母親は心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）を発症した。加害者宅に近い購入したばかりのマイホームには住めなくなり、今もローンを払い続けながら、自宅から離れた場所にアパートを借りて住んでいる。加害者が恐ろしく、大好きだった自宅に戻ることができない女子生徒は声を振り絞るように言う。「ずっと刑務所に入っていてほしい。せめて東京から出て行ってほしい」
　母親は「私の子供に怖い思いをさせた性犯罪者を野放しにした。加害者の人権ばかりを守る日本の裁判所は明らかに間違っている」と憤る。
https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190507/evt19050718560021-n1.html

・性犯罪の実態、司法は理解しているのか……無罪判決めぐり専門家ら議論（毎日新聞・5月10日）
　各地の地裁で3月、性犯罪の無罪判決が相次ぎ、被害者や支援者らから疑問や批判の声が上がっている。今月9日、東京都千代田区で「強制性交等罪―続く無罪判決から問題点を考える―」と題したシンポジウムが開かれ、被害者支援や加害者更生に携わる専門家が、性犯罪と司法の課題を議論した。
　無罪判決はいずれも3月、福岡地裁久留米支部▽静岡地裁浜松支部▽名古屋地裁岡崎支部▽静岡地裁――で審理された4件の別々の公判で言い渡された。地裁岡崎支部では、当時19歳の長女と性的行為に及んだとして父親が準強制性交等罪に問われた。判決は、長女が父親に中学2年の頃から性的虐待を受け、「抵抗する意思・意欲を奪われた状態にあった」と認定。「性交は（長女の）意に反するものだった」と認めた一方、「抗拒不能（抵抗できない状態）にまで至っていたと断定するには合理的な疑いが残る」として父親に無罪を言い渡した。
　こうした判決などに対し、ツイッター上では、性被害の実態を司法が理解していないという意見や、刑法そのものの不備を指摘する声が続出した。
　性暴力被害者支援に携わる臨床心理士の斎藤梓・目白大専任講師は、シンポジウムで「被害者支援や当事者にとっては当たり前のことが、司法で当たり前と認定されないと感じた」と発言。地裁岡崎支部に加え、静岡地裁の事件でも被害者が12歳の実子だったことから、「性的虐待や（被害者と加害者が顔見知りの）関係性の中の性被害は抵抗できるのか」と問題提起した。
　斎藤さんは、性的虐待や関係性の中の性被害では、被害者は、自分の身に何が起きているのかよく分からない▽被害を訴え出ると他の家族に影響が及んだり、家庭内暴力があったりして抵抗できない状態になる▽秘密にすることを強いられる▽被害が継続するほど訴え出ることが難しくなる――という事態に陥ると説明。「頑張って抵抗しても失敗すると無力感にさいなまれ、ますます抵抗できなくなる」と指摘した。
　2017年の刑法改正で、親などによる18歳未満の子どもへの性的行為を処罰する「監護者性交等罪」が新設され、加害者の「暴行・脅迫」や、被害者の「抗拒不能」状態がなくても、罪が成立するようになった。ただ、地裁岡崎支部の事件は被害者が当時19歳だったため監護者性交等罪で起訴できず、「抗拒不能」が認定されなければ、罪に問えないケースだった。斎藤さんは「抵抗できないことこそが関係性の中の被害の特徴。裁判官が『抗拒不能』を判断するには、心理学・精神医学的知見や被害者心理の理解が不可欠だ」と訴えた。
　　　　◇
　性犯罪加害者の更生プログラムに取り組む大森榎本クリニック（東京）の斉藤章佳・精神保健福祉部長は、治療に携わる別事件の加害者30人に今回の無罪判決の感想を聞き、発表した。「真っ先に『被害者にも落ち度があったのでは……』と感じてしまう自分自身に気づくことができた」と自省する感想があった一方、「抵抗する意思や意欲を奪われた状態など存在するのか。本当に心の底から嫌ならどんな手を使ってでも抵抗できるはずだ」という意見もあった。
　また、「問答無用で刑務所送りにしたほうがいい」「おぞましい事件で判決に疑問を感じる」という意見も。斉藤さんは「（感想を述べた加害者らは）他人の事件は客観的に見ることができる一方、自分の事件では『相手にも落ち度があったのでは』という被害者意識が出る」と話した。
　斉藤さんは「目の前にいる加害者は日本社会の縮図。彼らは性犯罪者になりたいと思って生まれるのではなく、社会の中で学習し性犯罪者になる。日本社会に前提としてある女性蔑視や男尊女卑の価値観を変えなければ、性犯罪は再生産されていく」と語った。
　　　　◇
　新聞記者出身の上谷さくら弁護士は、4件の無罪判決の問題点を指摘した後、マスコミの報道のあり方について「法律の専門家でなくとも、傍聴席で判決を聞いて『何かおかしい』と思ったら、その肌感覚を大事にしてほしい。まずはそうした事実が世間に知られることが重要」と呼びかけた。
　また、抗議集会の参加者に対し、一部の弁護士らがツイッター上で「素人」「判決文を読んでいない」などの批判を繰り広げたとして、「無罪判決がおかしい、と怒っている人たちは、こんなことがまかり通る国でいいのか、変えていかなければいけないと本気で考えている。おかしいと感じることにおかしいと声を上げていけばいい」と語った。
https://mainichi.jp/articles/20190510/k00/00m/040/173000c

・被害者団体、刑法見直し要望　相次ぐ性暴力無罪判決受け（毎日新聞・5月14日）
　各地の裁判所で相次いだ性暴力事件での無罪判決を受け、性暴力被害者らでつくる一般社団法人「Spring（スプリング）」（山本潤代表理事）が13日、刑法の見直しなどを求める要望書を山下貴司法相と最高裁の大谷直人長官宛てに提出した。
　無罪判決はいずれも3月、福岡地裁久留米支部▽静岡地裁浜松支部▽名古屋地裁岡崎支部▽静岡地裁――で相次いで出された。性交の事実や、被害者の同意がなかったことが認定されたにもかかわらず、「抗拒不能（抵抗が困難な状態）とはいえない」として無罪となった判決もあった。
　スプリングは山下法相宛ての要望書で、2020年をめどとした刑法改正見直しの実現▽強制性交等罪を成立させる際に必要な加害者による「暴行または脅迫」要件の撤廃を含めた見直し▽同意のない性交を性犯罪とする不同意性交等罪の創設――などを求めた。
　山本さんは「被害当事者として被害の実態が認定されない判決に納得できず、苦しい気持ちを抱えていた。刑法見直しの議論を加速させていきたい」と語った。
https://mainichi.jp/articles/20190514/k00/00m/040/012000c

・スクールセクハラ深い闇　配慮欠く発言 生徒の心に傷　「声を上げやすい環境を」（西日本新聞・5月14日） 
男性教諭に「生理？」などとセクハラ発言をされ、学校に通えなくなった女子中学生は、医師に「ストレス反応」と診断されたという。
　教諭から繰り返しセクハラを受けた－。そんな投稿が取材班に寄せられた。中学生の娘が、ストレスで頭痛や吐き気が止まらなくなり学校に行けなくなったという。性暴力を告発する「＃Ｍｅ　Ｔｏｏ」運動が広がりを見せる中、教師と生徒の関係では被害が潜在化しやすい現状がある。子どもたちが声を上げやすい体制づくりが学校現場には求められている。
　関係者によると、問題は昨春、福岡市立中学校の不登校の生徒が通う教室で起きた。机に伏していた女子生徒に、男性教諭が「生理ですか？」と問いかけた。不快そうにする生徒に「生理は恥ずかしいことじゃない」「娘がいるから分かる」と続けたという。
　その後も、気分が悪そうにしている女子生徒複数人に同じ発言を繰り返したといい、うち１人はストレスで教室に行けなくなった。この生徒は「やめてくださいと伝えても、『体調を確認するのが仕事だから』とあっけらかんとしていた。それ以上、何も言えなくなった」と話した。
　保護者が「セクハラだ」と抗議した後も、別の女子生徒に対し、「○○さん（下の名前）も随分、女性ぽくなってきましたよ。少女じゃなくてちょっと女性に変わりますね」などと発言していた。
　市教育委員会によると、教諭は「体調を確認する目的で尋ねた」「教室に通い始めた頃に比べて成長したことを伝えたかった」と釈明。市教委の担当者は「生徒に寄り添おうと思ってのことだが、発達段階やＴＰＯをわきまえず、配慮を欠いていた」として教諭を指導したという。
　　　　　　◇
　文部科学省によると、２０１７年度にセクハラやわいせつ行為で懲戒処分を受けた教員は２１０人。内訳は「体に触る」が最多の５６人▽「盗撮、のぞき」４２人▽「性交」３８人▽「キス」１６人－と続いた。会話などによるセクハラで処分された教員も１１人いた。被害者は「自校の児童生徒」が４６％で最多だった。
　ＮＰＯ法人「スクール・セクシュアル・ハラスメント防止関東ネットワーク」（東京）の徳永恭子さん（７２）は「性的なことは人に相談しにくいのに、相手が先生だとさらに潜在化する。処分件数は氷山の一角にすぎない」と指摘する。
　言葉からエスカレートするケースもある。高校時代、文化系の部活動をしていた福岡県内の２０代女性は、顧問の教諭から「好き」「かわいい」などのメールが繰り返し届いた。「気持ち悪かったけど、部活に支障が出ると思うと『やめて』と言えなかった」。個別指導名目でひざの上に乗せられたり、体を触られたりしたこともあったという。
　　　　　　◇
　セクハラは、加害者と被害者の認識がずれているケースが多い。千葉、神奈川の両県教委は毎年、児童生徒にセクハラアンケートをし、結果を教員への指導や研修にも生かしている。
　千葉県教委が１７年度に公立小中高などの約４７万人に行ったアンケートでは、３０８人が「教職員の言動をセクハラと感じて不快だった」と回答。「性的な話、冗談を言われた」が６６人、「必要以上に体に触られた」が６４人だった。
　０４年度から対象を拡大しながら実施しており、担当者は「教員にセクハラの認識がないケースも少なくないが、児童生徒の声を毎回共有することで意識改革になり、未然防止につながっている」と話す。
　ただ、こうしたアンケートを行う教育委員会はまだ少ない。回答内容が“加害者”側の教員に知られることなどが懸念されるからだという。文科省は、児童生徒が声を上げやすいようスクールカウンセラーの配置を拡充し、会員制交流サイト（ＳＮＳ）を活用した相談体制の構築も進めている。徳永さんは「プライバシーに配慮した上で、いじめ調査のように全国アンケートも実施すべきだ」と話した。
https://www.nishinippon.co.jp/nnp/anatoku/article/509855/

・泣き寝入りも…障害者への性暴力の実態　「人間として扱われていない」　30歳未満の被害の半数超（西日本新聞・5月21日）
　障害者の性暴力被害は、抵抗したり、被害を訴えたりすることが難しいため、表に出にくく、支援につながりにくい。海外では、障害者への性犯罪に対する処罰規定を持つ国もあるが、日本では法整備がされていない。性暴力の根絶を目指すNPO法人「しあわせなみだ」（東京）は、障害者への性暴力の実態を知り、必要な法制度を考えてもらおうと、6月8日に福岡市でシンポジウムを開く。　
　内閣府が2017－18年に全国の相談・支援団体を対象に行った調査では、障害の有無について回答があった30歳未満の性被害事例127件のうち、障害があるとみられる事例は70件あり、55％を占めた。その内訳は、発達障害16件▽精神障害19件▽軽度知的障害9件‐など。しあわせなみだ理事長の中野宏美さん（42）は「海外の調査で、障害のある人はない人の約3倍、性暴力を経験しているというデータもある」と説明する。
　しあわせなみだは18年、大人の発達障害者が集うカフェ「Necco」（東京）の協力のもと、性暴力の調査を実施。32人中23人が「望まない人に性的な部分を触られる」など何らかの性暴力を経験していた。
　聞き取り調査に応じた30代の女性は、小学生の頃に見知らぬ男から下着の中に手を入れられ、中学では複数の同級生から胸を触られるなどの被害に遭った。女性は「人間として扱われていない感じがしてひどく傷ついた」「ノーって言えない。言える立場じゃないっていうのが潜在意識にある」と話したという。
　Neccoを運営する金子磨矢子さん（65）は「発達障害のある人たちは、『何もしないから』といった言葉を額面通りに受け取る人が多く、だまされやすい。自己肯定感が低く、嫌でも断れなかったり、被害に遭っても『自分が悪かった』と泣き寝入りしてしまったりする人も少なくない」と説明する。
　　　◇　　　　◇　
　障害者の性被害に詳しい杉浦ひとみ弁護士（東京）は「証言がうまくできないために、検察が起訴できなかったり、加害者が裁判で無罪になったりしている」と指摘する。被害を訴えることができないだろうと、弱みにつけ込んで医療、福祉の関係者が性暴力に及ぶケースもあるという。
　杉浦さんは4月の国会議員向け勉強会で、06年に福祉施設で起きた、18歳の少女が就寝中に職員から乱暴された事件について説明した。少女は帰宅後に母親に被害を訴え、陰部をしきりに洗うなどしていたが、重い知的障害のため具体的な説明ができなかった。検察は、証拠が不十分であること、法廷での証言が難しいことなどを理由に起訴を見送ったという。
　杉浦さんは「被害者が障害者の場合は立証のハードルを下げる、あるいは罪を重くする必要があるのではないか。ただ証拠が不十分なのに容疑者になるのは問題だし、恋愛など障害者の性的自由が制限されてしまう可能性もあり、難しい問題だ」と話す。
　　　◇　　　　◇　
　海外では、刑法に「性犯罪被害者としての障害者」の概念を盛り込んでいる国も少なくない。韓国や米国では、障害があると知りうる立場にある人（施設の職員など）からの性犯罪は、罪が重くなる。英国では、「精神障害が理由で拒絶できない者と性的活動を行う罪」があり、被害者に障害があった場合は罪に問うためのハードルが下がる。
　刑法は17年の改正で性犯罪が厳罰化され、3年後の見直しが付則に盛り込まれた。しあわせなみだは、見直しに向け、相手が障害者であることに乗じた性犯罪に対する処罰規定の創設を求め、昨年12月からネット署名を開始。今年5月からは全国10カ所でシンポジウムを開催中だ。中野さんは「まずは障害者が性暴力に遭っている現実を知り、被害も加害も生まない社会づくりについて考えてもらえたら」と話している。
　　　　　◆
　シンポジウムは、6月8日午後1時から、福岡市南区の市男女共同参画推進センター・アミカス4階ホールで。性暴力被害など障害者を取り巻く社会の問題を描いた映画「くちづけ」（堤幸彦監督）を上映。その後のトークセッションでは、児童発達支援センターこだまの緒方よしみ園長、性暴力被害者支援センターふくおかの浦尚子センター長が登壇する。参加無料。申し込み、問い合わせはNPO法人博多ウィメンズカウンセリング＝092（210）0058。
https://www.nishinippon.co.jp/item/n/511765/

・親の性虐待に悩む子へ　「あなたのせいではないんだよ」（朝日新聞・5月22日）
聞き手・山内深紗子
山田不二子さん
　事件や裁判などで、注目が集まる家庭内での子どもへの性虐待。深刻な事態に発展しないためには、初期段階での対応が重要です。今、悩んでいる子どもたちは、どうすればいいのか。被害を聞いた大人はどう対応すればいいのか。多くの虐待相談を受けてきた医師の山田不二子さんに聞きました。
やまだ・ふじこ
１９６０年生まれ。内科医。虐待防止に取り組むＮＰＯ法人チャイルドファーストジャパン理事長。
なやんでいる子へ「勇気を出し相談しよう」
　性虐待という言葉を聞いたことがありますか？
　具体的には大人が子どもに性交や性的な行為をしたり、子どもに性器や性交を見せたりすること。こんなことをされると、あなたのこころも体も傷つき、大人になっても苦しい影響が出てきます。
　もし心あたりがあれば、迷うと思うけれど、信頼できる大人にすぐに話して下さい。
　なんかいやだったり、へんだなと感じたりする。でも、お世話しているだけ？好きだからなのかな？と迷う時もあるかもしれません。
　例えば、パパが私や僕の下着を下げる。３歳のトイレ訓練なら問題はありません。でも、あなたがひとりでトイレができるなら、虐待です。
　洋服の上から胸や性器のあたりを触られて、なんかへんだなと感じたら、虐待です。
　勇気を出して、まわりの大人に相談しましょう。お父さんにされているなら、お母さんでもいい。でも、お父さんがお母さんに暴力を振るっていて、お母さんはお父さんが怖くて、あなたの味方になってくれないかもしれない。すごくショックだし、自分さえがまんして、このまま言わずにいたら、家族やいまの生活を守れると思うよね。
　それでもあきらめないで。具体的に、あなたの話を聞いてくれたり、気にかけてくれたりしている学校の先生やお友だちに相談してください。学校の先生からの通告で、救い出された子どもたちがたくさんいます。先生にお話しするのは勇気がいることも。そういう時はお友だちに話してみましょう。お友だちは迷わず先生に伝えてください。
　こういう被害は、私だけなの？と思って言い出しにくい。でもあなただけじゃないの。残念ながら起こりうること。でも、あなたのせいではないんだよ。そして、あなたは、その被害から守られる権利を持っています。
聞いた大人へ「話信じて。通告は親も救う」
　まず、子どもの話すことを信用して聞きましょう。子どもは口止めされていたり、家族をかばったりして最初から事実を開示しないのは普通です。話しても、状況を見て発言を撤回したり、内容が変化したりすることもあります。
　このことも考えて、もしも子どもから性被害を告白されたら、速やかに児童相談所に相談してください。
　ログイン前の続き一時保護の緊急性が高く、親の訴追も視野に入れる時は、児相、警察、検察で子どもに協同面接をして、被害の聞き取りと立件を探る手段もあります。事情聴取の回数を減らすことで、子どもの負担を軽くできる。証言の変遷や撤回も起こりづらくなり、証言の信用性を保てます。
　子どもが嫌がっていないケースもあるし、児相に通告することで、「家庭を壊すのでは」とためらう人も多いでしょう。加害者と被害を受けた子どもを分離することは、必要なステップなので、ある意味壊れることになるのかもしれません。ですが、性虐待の事実そのものが、家族機能のはたんを意味するのです。
　早期に適切な調査をした後、子どもを安全な状態で保護する。その後、きちんとその子と家族のあり方を決めていく必要があります。通告は、子も親も救うのです。
　そもそも日本では児童虐待と訳されていますが、本来の意味は「Ｃｈｉｌｄ　ａｂｕｓｅ（乱用）」。親の力を利用して立場の弱い児童の権利を脅かす行為です。欧米では「不適切な養育」とも言います。親の意図する、しないに関わらず、子どもの発達にふさわしくない。かつ子どもが嫌がっている、恐怖を感じる行為は虐待なのです。
　性虐待は、子どもは告白しにくく、家族も訴えづらいため顕在化しづらい。児相が虐待対応した約１３万３７００件のうち約１５４０件（２０１７年度）にすぎません。氷山の一角だと考えています。
　欧米では、ケースワーカー、保育士、学校の先生、医師などに虐待の詳しい定義や対処法を学ぶ研修が義務化されていて、子どものＳＯＳをキャッチして、生かす仕組みが整っている。日本も見習うべきです。（聞き手・山内深紗子）
性虐待が疑われる被害を打ち明けられた大人が守るべきこと
①誘導しない
　子どもが自発的に話すことだけを丁寧に聞き、受けとめる。
②根掘り葉掘り聞かない
　誰が何をしたのか、だけを聞く。時期の特定は避ける。
③子どもを信用する
　子どもの話を疑わない。言葉だけでなく、疑うような表情やしぐさにも注意。
④子どもにもう一度話させない
　基本はすぐに児童相談所に相談。抱えきれない時に他の人に相談しても良いが、その時に、他の人から子どもに再度話を聞いてはいけない。
⑤加害が疑われる人に伝えない
　調査が進み、子どもの安全が確保されるまで、加害者には秘匿する。証拠隠滅やより深刻な虐待を加えるなどして口止めするリスクがあるため。
https://digital.asahi.com/articles/ASM5J36PNM5JUTFL001.html?_requesturl=articles%2FASM5J36PNM5JUTFL001.html&rm=1063

＊SOGI（ソギ・性的指向と性自認／Sexual Orientation＆ Gender Identity）

・岡山で性差少ない学生服開発進む　トランスジェンダーの生徒に配慮（毎日新聞・5月2日）
　学生服製造の全国シェア約7割を占める岡山県で、男女の性差を感じさせない制服の開発が進んでいる。心と体の性が異なるトランスジェンダーの生徒にも違和感なく着用してもらおうとの配慮からだ。
　菅公学生服（岡山市）は1997年から女子用スラックスを販売し、現在では全国の小中高約800校が採用している。もともとは防寒目的で、近年はトランスジェンダーへの配慮から採用が増えた。2016年の展示会からは、男女で左右異なる「前合わせ」をなくしたファスナー式のブレザーを提案している。
　トンボ（同市）は16年に「ジェンダーレス制服」と称したブレザーとスラックスを発表した。
https://mainichi.jp/articles/20190502/k00/00m/040/020000c

・「人と違う」は当たり前　LGBT「身近に当事者」考えられる環境に（毎日新聞・5月10日）
　LGBTなど性的少数者のカップルについて、札幌市がパートナーとして公的に証明する「パートナーシップ宣誓制度」を2017年に導入するなど、社会の認知度や共生に向けた動きが進みつつある。だが、根強い偏見など越えないといけない壁もある。LGBT当事者が集う飲食店などを経営する桑木昭嗣さん（42）に話を聞いた。【日下部元美】 
　――この数年で、問題の認知度が上がったのはなぜでしょう。
　00年代の初めは、HIV検査をする保健所職員を対象に講義をした際、「札幌にはゲイは3人しかいないんだよね」と言われる程度の認識でした。
　15年に東京都渋谷区、世田谷区で同性カップルを公的に認めるパートナーシップ制度が導入され、大きな流れができました。20年の東京五輪・パラリンピック開催が決まり、五輪憲章の関係で性的少数者の人権を無視できなくなったこともあります。国際的な流れなどさまざまなタイミングが重なった結果と言えます。
　――当事者が集うゲイバーを経営されています。
　高校卒業後、当事者の集まるバーで働く傍ら、1996年から札幌で始まった性的少数者の権利を訴える「レインボーマーチ」の実行委員として活動しました。
プラカードを掲げパレードをする「さっぽろレインボープライド」の参加者たち。札幌市内ではLGBTなど性的少数者への理解を訴えるさまざまな活動が展開されている＝札幌市中央区で2018年10月7日午後2時15分、竹内幹撮影
　00年に独立して「HEARTY＠CAFE」をオープン。03年ごろには「ゲイナイトバブル」と呼ばれるゲイバーのブームがあり、休日にイベントをやれば200人以上が集まりました。
　商売の一環でしたが、「ゲイというセクシュアリティーを楽しめる状態を作れば、ゲイは恥ずかしいことじゃないと思える」という狙いがありました。自身のセクシュアリティーを肯定的に受け入れられるようなポジティブな空気感を作っていきたかったのです。その頃から、信頼できる知人だけにはゲイであることをオープンにする人が増えていったように思います。
　――今後、どのような活動を展開されますか。
　社会の理解は進んできたと感じますが、まだ多くの人が、当事者が自分の周りにいるとは考えない。気づかずに差別的なことをしてしまっています。企業研修に行った際に参加者から「自分の子どもが当事者と考えたら、ためらってしまう」と言われました。問題に正面から向き合っている証拠で、このように自分にひきつけて考えられる人を増やしたい。
　当事者に対しても、自分のセクシュアリティーを肯定的に捉えられるような仕掛け作りをより強化していきたいです。
　環境が整ってきた札幌とそれ以外の地域の格差も課題です。小さい街でカミングアウトすることはリスクが高い。道内各地を回って理解を深める活動をしたいと思います。
　行政への働きかけも重要です。今は市町村単位で性的少数者に関する取り組みを行っていますが、今後は道政を動かす必要があると感じています。道が動けば道内全体に影響する。道はもっと主体的に動いてほしいです。
　――多様性が認められ、だれもが共生できる社会が求められています。
　セクシュアリティーの問題に限らず、生きづらさを抱えている人はたくさんいる。LGBT問題をきっかけに「人と違うことが当たり前」と思える人が増え、他の社会問題にも波及する突破口になれれば良いと思っています。
聞いてひと言
　LGBTブームと言われ、先進的とされる札幌でさえ、当事者として顔を出し、実名を明かして取材に応じているのは、桑木さんを含め数人だ。行政は要望に応えるだけでなく、なぜカミングアウトできる当事者が少ないのか、どのような状況に置かれているのかということに想像を巡らせて、積極的に理解促進、制度改善に取り組んでほしい。
https://mainichi.jp/articles/20190510/k00/00m/040/018000c

・性別記載や面接官の無理解…　LGBTの就活に高い壁（日経新聞・5月17日）
性的少数者（LGBT）への差別解消に取り組む企業が増えている。社員研修でテーマとして取り上げる動きは徐々に広がってきた。だが、依然遅れているのは採用時の対応だ。履歴書やエントリーシートへの性別記載、面接時の服装に加え、無関心な面接官の差別的な態度がLGBTの就職活動を阻んでいる。
■性別欄に「その他」を追加
「女性」「男性」「その他」――
日本航空は2020年卒の採用選考の応募サイトで、性別の選択肢に従来の男女と並べて「その他」を追加した。LGBTの人に配慮したためだ。
LGBTは国内人口の5～8%いるとされる。「応募してくる学生の中にはLGBTの方もいるという前提で採用活動をしている。性の問題は採用の可否に全く関係がない」と人財戦略部の東原祥匡氏は話す。
だが、「LGBTに分け隔てない採用方針を打ち出しているのはまだ少数」。LGBTの就職を支援するベンチャー企業、JobRainbow（東京・渋谷）の星賢人最高経営責任者（CEO）は指摘する。
LGBT（レズビアン、ゲイ、バイセクシュアル、トランスジェンダー）の中でも、求職活動時にとりわけ困難を感じやすいのがトランスジェンダー。出生時の性と自身の認識する性が一致しない人たちだ。
都内の私立大大学院で写真を学ぶAさん（24）は、自分を女性とも男性とも思わない。いわゆる「Xジェンダー」と呼ばれるトランスジェンダーだ。採用面接で特に抵抗があるのは性別記載欄という。
「スカートをはいて女性の格好をするだけで気分が悪くなる。男子学生のようなスーツ姿も気恥ずかしい。私服で面談可の企業を探しているがなかなか見つからない」と悩む。
都内の私大で応用物理を学ぶ理系女子のBさん（21）は、男性にも女性にも恋愛感情を抱かないアセクシュアル（無性愛）だ。LGBTに理解のあるベンチャー企業の内定を得たが「就活中はLGBTという言葉を口にした途端、顔を曇らせる面接官やOBが少なくなかった。そんな会社はすぐあきらめた」と話す。
■告白して面接打ち切り　人事担当者の偏見も
LGBT支援のNPO法人ReBit（東京・新宿）が600人を対象に行った調査では、トランスジェンダーの就活生が選考時に最も困るのは性別記載。次に多いのが服装に関する悩みだった。
選考時に企業にLGBTであることを告白（カミングアウト）していないLGBTは約8割に上る。カミングアウトして採用候補から外されたり、入社後に差別を受けたりするのを懸念してのこととみられる。
ReBitの薬師実芳代表理事は「告白してもしなくても大変。LGBTの学生は厳しい状況に置かれている」と指摘する。自身、告白したら面接を打ち切られた体験を持つ。
企業側の対応が遅れる要因の一つが組織の壁だ。「社員向けでは研修を通じてLGBTへの理解を深めているが、採用権限を持つ人事部には口を挟めない」と、大手情報通信会社のダイバーシティー（多様性）部門の担当者は漏らす。
中には「LGBTに一度も会ったことがない」という面接官もいる。ReBitの薬師氏は「言わないからいないのではなく、面接官の差別的言動や無意識の偏見を怖れて言い出せないこともある」と話す。
JobRainbowの星CEOは「面接で告白されてから対応するのでは遅い。LGBTへの配慮はその前から始まっていなければならない」と指摘する。星氏は(1)採用責任者の研修(2)面接時の対応マニュアル(3)告白した学生の個人情報が他部門に漏れない情報管理体制――の3つが少なくとも必要と指摘する。
■「双方の考え、擦り合わせを」　松中権・グッド・エイジング・エールズ代表
企業のLGBT対応を評価する「PRIDE指標」の事務方を務めている。最高位の「ゴールド」企業は初年度の2016年が53社で、18年は130社と順調に増えている。だがそのゴールド企業ですら、新卒採用時での対応が進んでいない場合が少なからずある。
LGBTの中でもトランスジェンダーは新卒採用や求職活動時に困難を感じやすい。入社後も「通称の名前を変えたい」「性別適合手術の休暇が取れるか」「健康診断時の着替え場所は」など様々な悩みを抱える。当事者が望んでいる制度や対応は様々だ。学生がどうしたいのか、企業は何ができるのか。双方が擦り合わせる努力が必要だ。
PRIDE指標は従来、5つの評価指標のそれぞれで2項目以上を満たせばゴールドを取れた。今年からは「啓発活動」の指標でクリアに必要な数値条件を引き上げる。これまでゴールドだった企業がシルバーに下がるケースも出てきそうだ。いい刺激になって企業の取り組みが一層進むことを期待している。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44885020W9A510C1000000/

＊SNS関連
・「ゲーム障害」を依存症に分類へ（西日本新聞/共同通信・5月20日）
　【ジュネーブ共同】世界保健機関（ＷＨＯ）年次総会が２０日、ジュネーブの国連欧州本部で開幕した。オンラインゲームやテレビゲームのやり過ぎで日常生活が困難になる「ゲーム障害」を新たな依存症として加えた「国際疾病分類」最新版が２８日までの会期中に採択される予定だ。
　スマートフォンやタブレット端末の普及に伴い、ゲーム依存は世界各地で問題化。ＷＨＯでは国際的な標準となる病気の分類に盛り込むことで、診断例が増えて研究が進み、治療法確立へ寄与すると期待している。総会ではこのほか、世界規模で流行するはしかなどの感染症対策も議題になる。
https://www.nishinippon.co.jp/item/o/511556/

・ゲーム障害、実態把握急ぐ　診断基準確定で厚労省（日経新聞・5月26日）
生活に支障が出るほどオンラインゲームなどに没頭する「ゲーム障害」を新たな依存症とする国際疾病分類（ICD）が25日、世界保健機関（WHO）の年次総会で採択された。診断の基準がはっきりし、症例の研究が進みやすくなる。厚生労働省は今後、国内の実態調査を進め、対策を検討する。
新たなICDは「ゲームの時間や頻度をコントロールできない」「日常生活の中で他の活動を差し置いてゲームを最優先する」「生活に支障が出ているのにゲームを続ける」という3つの基準を提示。当てはまる状態が12カ月以上続いた場合、依存症の疑いがある。
厚労省の推計によると、病的なインターネット依存の疑いがある中高生は2017年度に全国で93万人いるとされ、5年前の前回調査からほぼ倍増した。利用しているのはオンラインゲームや動画サイトなどが多い。ただ、ゲーム障害にはネットに接続していないテレビゲームへの依存も含まれ、実態は十分に分かっていない。
ICDの採択を前に根本匠厚労相は24日、「研究を進めた上で、どういう対応が必要か考えていきたい」と表明した。厚労省は18年6月、WHOがICD改定を発表したことを受けて、10～20代の9千人にゲームの利用時間などを尋ねるアンケート調査を開始。実態の把握を急いでいる。
今後大きな課題となるのが対応できる医療機関の少なさだ。カウンセリングや運動を織り交ぜながら徐々にゲームをする時間を減らしていく治療が有効とされているが、対応できるのは16年時点で二十数カ所という。
厚労省は各都道府県や政令市で、アルコールと薬物、ギャンブルの依存症について治療と情報発信、人材育成を担う拠点病院の選定を進めている。今後、ゲーム障害についても同様の対応が必要かどうか検討する。
もっとも、生活に困っているわけでもないのに万引きを繰り返す「病的窃盗」は以前からICDに盛り込まれていたが、いまだ拠点病院の対象にはなっていない。ゲーム障害の対策にも時間を要する可能性がある。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO45283060V20C19A5CZ8000/

・都内の小学低学年２割「トラブル経験」　携帯・スマホの初調査（産経新聞デジタル・5月31日）
　スマートフォンや携帯電話を利用する東京都内の小学校低学年（１～３年）児童の約２割が、会員制交流サイト（ＳＮＳ）やメールで友人などとのトラブルを経験していたことが、都の調査で分かった。低学年のスマホの利用実態を調べたのは初めて。スマホ所持の低年齢化も進んでおり、都は保護者に対し、早い時期からスマホの安全な使い方に関する知識を高めるよう呼びかけている。
　調査は３月に実施。低学年児童の保護者５００人を含む小中高生の保護者計２千人が回答した。調査項目は、ＳＮＳでやり取りしている相手の把握状況やトラブルの有無など。携帯ゲーム機や音楽プレーヤーなど何らかの機器を低学年児童に持たせている保護者のうち、スマホの所有率は３７・２％で、所有実態を調べた昨年の１８・０％に比べて２０ポイント近く増えた。メールでの悪口などが原因で友人との関係が悪化するなど、低学年児童の１６・２％が何らかのトラブルを経験していた。
　スマホの利用に伴う影響に関して、影響があったと答えた低学年児童の保護者は３０・２％。「夜遅くまでの使用で睡眠不足になった」「勉強に集中できなくなり成績が下がった」など悪影響が大半を占めた一方、「親子の会話が増えた」「有効に活用して成績が上がった」と答えた人もいた。
　子供への安全性については、「困ったときは保護者へすぐ相談すること」「利用場所の制限」「利用するサイトやアプリを決めている」など、低学年児童の保護者の約７割が家庭内でルールを作っている。
　スマホ所持の低年齢化に合わせ、都は今年度から未就学児の親を対象にしたネットの安全に関する講座を実施するなど対策に乗り出した。都の担当者は「保護者はスマホ利用に関するリテラシー（判断・応用力）を高めてほしい」と話している。
◇
　スマートフォンの利用によって犯罪やトラブルに子供が巻き込まれるケースが相次ぐ中、都教育委員会は、都が定めている５項目の「ＳＮＳ東京ルール」を４月に改訂した。自分の裸の写真をほかの人に送信して悪用されるトラブルも増えていることから、「自画撮り画像を送ったりしない」と新たに明記した。
　都教委によると、同ルールはいじめなどのトラブルや学習への悪影響を防ぐため平成２７年に策定され、改訂は今回が初めて。一日に２時間以上インターネットを利用する児童・生徒が増加していることや、ＬＩＮＥ（ライン）やインスタグラムなど手軽に情報発信ができるアプリの普及が進んでいることなどからルールの改訂に乗り出した。
　改訂版のルールは、「送信前には、誰が見るか、見た人がどのような気持ちになるか考えて読み返そう」「個人情報を教えたり、知らない人と会ったり、自画撮り画像を送ったりしない」など。都は今後、公式ツイッターを活用してルールの浸透を図る。
　都教委の担当者は「ＳＮＳは自分や相手を傷つける刃物にもなりうる。危険性をわきまえて利用してほしい」と呼びかけている。
https://www.iza.ne.jp/kiji/life/news/190530/lif19053020110022-n1.html

・“自画撮り”送らないで　都教委が「ＳＮＳルール」改訂（Yahooニュース／産経新聞・5月31日）
　スマートフォンの利用によって犯罪やトラブルに子供が巻き込まれるケースが相次ぐ中、都教育委員会は、都が定めている５項目の「ＳＮＳ東京ルール」を４月に改訂した。自分の裸の写真をほかの人に送信して悪用されるトラブルも増えていることから、「自画撮り画像を送ったりしない」と新たに明記した。
　都教委によると、同ルールはいじめなどのトラブルや学習への悪影響を防ぐため平成２７年に策定され、改訂は今回が初めて。一日に２時間以上インターネットを利用する児童・生徒が増加していることや、ＬＩＮＥ（ライン）やインスタグラムなど手軽に情報発信ができるアプリの普及が進んでいることなどからルールの改訂に乗り出した。
　改訂版のルールは、「送信前には、誰が見るか、見た人がどのような気持ちになるか考えて読み返そう」「個人情報を教えたり、知らない人と会ったり、自画撮り画像を送ったりしない」など。都は今後、公式ツイッターを活用してルールの浸透を図る。
　都教委の担当者は「ＳＮＳは自分や相手を傷つける刃物にもなりうる。危険性をわきまえて利用してほしい」と呼びかけている。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20190530-00000023-san-l13

・小中のスマホ持参に慎重論　文科省、容認検討で初会合（日経新聞・5月31日）
小中学校への携帯電話やスマートフォンの持ち込みを原則禁止した文部科学省通知について、見直しを検討する同省の有識者会議の初会合が31日開かれ、委員からは「高価な機器で紛失が心配だ」「歩きスマホでの事故が怖い」などの慎重意見が目立った。悪質なサイトへの接続を制限するフィルタリング機能の設定義務化などのルールが必要との声も上がった。
会議は年明けをめどに議論をまとめる方針。座長に就任した森田洋司・鳴門教育大特任教授は「携帯電話は光と影の両側面があり、子どもや教育に与える影響は未整理なところが残っている」と指摘した。
スマホなどの持ち込み容認は、大阪府教育庁が昨年から検討していた。今年3月、災害時の連絡手段を確保する観点から登下校時に限って所持を認め、「校内ではかばんに入れる」などの指針を策定した。実際に許可するかどうかは各学校の判断に委ね、本年度中にルールを定めるよう求めている。
文科省通知は2009年に発出。大阪府の動きを踏まえ、柴山昌彦文科相が2月の記者会見で「見直しの検討を進めたい」と述べていた。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO45546120R30C19A5CR8000/

＊その他
・不登校・子どもの自殺、ＧＷ明け注意「緊張の糸切れる」（朝日新聞・5月3日）
　「今年のゴールデンウィーク（ＧＷ）は、１０連休と例年にない長さ。休み明けの不登校や子の自殺が心配です」。読者の疑問や困りごとを募って取材する「＃ニュース４Ｕ」取材班に、不登校の現状を伝える「不登校新聞」（東京）の石井志昂（しこう）編集長（３７）から緊急の取材リクエストがあった。大人たちは何に気をつければいいのか。
頑張りすぎて疲れがどっと
　「４月はまわりに適応しようと、自分を押し殺して頑張る。頑張りすぎて５月の連休で疲れが出て、緊張の糸も切れるんです」。中学２年のＧＷ明けから学校を休み、不登校になった経験がある山形市議の松井愛さん（４２）はこう話す。
　松井さんは担任やクラスの同級生と合わなかった。ＧＷ後から様々な体調不良がでて、学校にほぼいけなくなった。「当時の体調不良は今思えば、自分を守るための防御本能。無理やり行き続けたら、自分がどうなっていたかわからない」
　成人後、若者の居場所を作るＮＰＯで活動し、４月、不登校経験を明かして、不登校やひきこもりの支援も掲げ、市議に初当選した。松井さんは「不登校になったら終わりじゃなくて、いくらでも道がある。不登校の経験があったからこそ、今があると私は思えるし、そう思えるように生きていく道があることを知って欲しい」と話す。「学校という狭い世界だけで生きていると苦しい。地域活動とか習い事とか、学校の人間関係から解き放たれる場所を持って欲しい」
自治体がＬＩＮＥ相談窓口も
　ＧＷに向け、国や自治体も動いている。文部科学省は４月中旬、教育委員会などに対し、連休明けの子どもの変化に注意するよう各学校への周知を要請。大阪市は、市立の小中高校生がいじめや学校について話せる「ＬＩＮＥ」の相談窓口を、１０連休終盤の５月４日から１０日まで毎日（午後５時～午後９時）設置する。
　国の自殺対策白書（２０１５年版）によると、１９７２年～２０１３年の１８歳以下の日付別自殺者数は、夏休み明けの９月１日が１３１人と最も多いが、ＧＷ明けも多い傾向がある。長い休みの後は「プレッシャーや精神的動揺が生じやすい」と分析する。
　ＧＷの子どもたちに気をつけるべきことについて、取材リクエストをくれた石井さんは「子どもが本来の姿に戻れるように休ませてあげて欲しい」と話す。新学期からの疲れやストレスがたまり、長く寝たり、ゲームを長くしたりする子もいるが、「疲れを取る時期と考え、少し目をつぶってあげて欲しい」という。
ＳＯＳは体や表情に異変
　連休明けの子どものＳＯＳはどうキャッチすればいいのか。「『学校に行きたくない』とは、ほとんどの子どもが言わない」と石井さんは言う。ＳＯＳの出し方は子どもによって違うが、学校に行こうとすると頭痛や腹痛が起きたり、自分の意思で体を動かせなくなったり、体や表情に異変が出てくるケースが多いという。いらだちが止まらなくなるといった子もいる。
　サインが出た時は、子どもはすでに限界ぎりぎりの状態。「『もうちょっと頑張ろう』と言われると子どもは絶ログイン前の続き望してしまう。『無理しなくていいよ』と言って休ませてあげてください」と話す。
　石井さんによると、子どもは「学校には絶対に行かなければいけない」と思い込んでいる。親に「無理しなくていい」と言われたら、自分を許せて楽になり、心の余裕を取り戻して先生に話してみたり、一緒にいることがしんどい子たちのグループから離れてみたりするなど、自分で学校ともう一度「調整」を始められるようになるという。ただ、より深刻な状況で、もう少し休ませてあげた方がいいケースもあるという。
　石井さん自身、中学２年で不登校になった。「当時は『人生終わった』と思った。でも、実際には不登校になった後、大人になって社会に貢献している人はたくさんいる。学校は人生のすべてではなく、自分の人生が大事。もっと人生って楽しんで良いということを親や周りの大人が伝えてあげられたら」
学校に行かせず「子どもを守る」
　ＮＰＯ法人「登校拒否・不登校を考える全国ネットワーク」（東京）の事務局の山口幸子（さちこ）さん（７５）は「連休は『学校に行く子』と『学校に行く子を育てる親』ではなく、本当の親子関係を築ける貴重な機会。親子で子どもの自己肯定感が養われるような時間を過ごしてほしい」と話す。
３０年以上前、当時中学１年の娘が部活の人間関係に悩み、ＧＷ前から学校を休みがちになった。連休中はのびのび過ごしていたが、連休終盤は少しずつ表情が暗くなっていった。「少しでも登校を促すような発言をすると、それまでリラックスしていた娘が急に緊張してコミュニケーションを閉ざしてしまった。親に学校に行かされると思うと、家が安心できなくなったんでしょうね」と振り返る。
　「学校がつらそうだったら、親は学校に行かせないことで子どもを守ることができる。学校は大きな存在だけど、単なる集団に過ぎないと思えるようになることが大事です」
https://digital.asahi.com/articles/ASM4V5259M4VPTIL01L.html?rm=1298
・誰が少年院に入院しているのか（Yahooニュース・5月6日）
工藤啓  | 認定特定非営利活動法人育て上げネット　理事長
認定NPO法人育て上げネットとキズキ共育塾が協働で行っている多摩少年院での学習支援の様子がTBSテレビ「Nスタ」で放映された。
少年院内での学習支援事業の様子と育て上げネット職員である井村良英のインタビューで構成された内容となっている。
「彼らは加害者ではあるんですけれども、ひょっとしたら、その前に被害者であったかもしれなくて。やってしまったことはダメなんですけど、その後に再チャレンジするときに温かくみんなで応援できるようになるといいかなと思いますね」（井村良英さん）
出典:TBSニュース
私自身、少年院という場所と協働する前は、少年刑務所、少年院、少年鑑別所の役割の違いも知らず、また、どのような少年が少年院に入院するのかよくわかっていなかった。むしろ、テレビでセンセーショナルに取り上げられた少年事件くらいしか、日常生活の中で自然と触れる情報はなかった。
引用にあるよう、彼らは加害者であるため少年院にいる。しかし、「ひょっとしたら、その前に被害者であったかもしれなくて」という言葉は、実際に少年院にかかわるようになってから、そのように感じることも多い。
その「感じ」とは、少年が生まれてから少年院に入るまでの間、もしその環境でなかったとしたら少年院に入ることなく、少年院とは無縁の生活を送っていたのではないだろうか、と思わざるを得ないことが少なからずあるからだ。
少年の約半数がシングルマザー家庭、実父母がいるのは3割のみ
少年院入院者の保護者状況別構成比（男女別）出典：平成30年版犯罪白書
少年たちの生まれた家庭の複雑性は、法務教官から毎回のようにお聞きする。ここでは実父母の存在が3割程度、約半数がシングルマザーという情報だけだが、そこに至るまでに家庭内DVや離婚といったことも複雑に絡む。
また、親が不在、または、働いていないことで、「働く」ということに間近に接していない経験が、出院後のキャリア形成を簡単にさせない。もちろん、法務教官やキャリアカウンセラーなどが整理や助言を手伝うが、経験値としての積み上げがないため、具体的な将来のイメージがつかないことも多いと言う。
もちろん、すべてのシングルペアレント家庭の子どもが将来設計ができないというわけではないが、生活に余裕がなければ、子育てに余裕もなくなる。学習支援の経験から言えば、学校でわからないことを親に教えてもらえず、そのまま教室で置き去りなってしまった少年も多数いる。少年が「わかる」を自分のものにできるまで丁寧なサポートをすること、自学自習が可能な「学び方」を獲得できるよう十分なケアが大切だと感じう。
女子の約6割が被虐待経験
少年院入院者の被虐待経験別構成比（男女別）　出典：平成30年版犯罪白書
幼い子どもたちが虐待によって命を落とすニュースが流れるたび、私たちは心を痛め、どうしたら虐待のない世界が作れるのかを考える。少年院に入院する少年の被虐待経験もデータとして公開されており、女子にいたっては約6割が被虐待経験者である。
身体的、心理的暴力の中で育てられた子どもたちにとって、何かの感情を表す手段もまた暴力になりやすい。また、十分な食事や睡眠を与えられず、ネグレクトの状態が当たり前の日常で育てば、そこに芽生える感情や自尊心に影響がないはずがない。
虐待関係の書籍は多数あるが、読みやすさという意味で『家出ファミリー』（田村真菜）を勧めたい。
貧困家庭、虐待、野宿、服毒・・・この壮絶な幼少期を生きた少女のいまを僕は知っている。
増加する男子の特殊詐欺、減らない女子の覚せい剤
少年院入院者の非行名別構成比（男女別、年齢層別） 出典：平成30年版犯罪白書
少年院を訪問させていただくと、各少年院に入院している少年の話をお聞きする。そのなかで、近年目立つのが男子の「特殊犯罪」である。いわゆる、ATMで現金を引き出す役割や、高齢者宅に金品を受けに行く少年が多いそうだ。
これもできるだけ弱い少年が最前線に送り出される。家庭に居場所がなかったり、うまく仕事に就けない、就いても続けられずにいる少年を見つけ、巻き込んでいく。十分な情報を与えられないなかで、現場で逮捕される少年もいる。
過去に少年院にいた経験のある男性からは、最初は小さな窃盗などを迫られ、断ったらばらすという圧力のなかで、わかっていながらもやらざるを得なくなる。そしてより犯罪性の高いことをやらされていくという話を聞いた。
女子で特徴的なのが「覚せい剤」使用や所持によるもので、なぜ男子には少ないのかという理由に、覚せい剤は高額のため、購入にせよ、与えるにせよ、相応の対価は女子に認められるからではないかという趣旨の話をいただいた。
家族の出迎えがない出院者2割
少年院出院者の出院時引受人別構成比（男女別） 出典：平成30年版犯罪白書
少年院は矯正教育の場であり、罪を償うことと同時に、出院後に復学や進学、就職などを通じて更生自立が実現できるようにする場である。
以前、成人式に参列させていただいたとき、少年院で成人式を迎えることになった少年たちは総じて出院後の更生自立を誓っていた。また、女子の少年院で中学校の卒業を迎えた少年も、同じように出院後の再起を言葉にした。
少年院に入院して、初めて信頼できる大人としての法務教官と出会い、適切な食事や医療、虐待のない環境に触れる。そのなかで、少年たちは過去の行いを悔い改め、出院後の更生自立に向かう。
そのとき、少年院を出院する少年を迎えに来るのは親や家族だ。誰か引受人として少年を引き受けることになるが、さまざまな事情により、家族は現れず、約2割の少年は扉の向こうに家族が待っていない社会に出ていくことになる。
前述の引用で「温かくみんなで応援できるように」という言葉があるが、少年院での矯正教育を終え、再起を誓って出院する少年のがんばろうとする気持ちを力に変え、支えていくためには、より多くの「みんな」の応援が必要な現状である。また、少年院で少年と24時間365日向き合っている法務教官の処遇・待遇にも目を向けて行かなければならない。
現在、少年院を出院して再び少年院または刑務所に入院（所）するのは、出院2年以内で約1割（10.7%）、5年以内で約2割（21.6%）だ。新たな加害者も被害者も生まない社会において、この再入院（所）の割合を減らしていくことが、誰もが暮らしやすい社会へとつながっていく。
※少年院では、各少年院ごとに外部者に対して見学の機会を開いている。関心があればぜひ機会を利用してほしい。
工藤啓
認定特定非営利活動法人育て上げネット　理事長
1977年、東京都生まれ。成城大学中退後、渡米。Bellevue Community Colleage卒業。「すべての若者が社会的所属を獲得し、働くと働き続けるを実現できる社会」を目指し、2004年NPO法人育て上げネット設立、現在に至る。内閣府、厚労省、文科省など委員歴任。著書に『NPOで働く』（東洋経済新報社）、『大卒だって無職になる』（エンターブレイン）、『若年無業者白書-その実態と社会経済構造分析』（バリューブックス）『無業社会-働くことができない若者たちの未来』（朝日新書）など。
https://news.yahoo.co.jp/byline/kudokei/20190506-00125090/
・続く見守り、不安いまも　新潟小2女児殺害から1年 （日経新聞・5月7日）
新潟市西区で小学2年の女児（当時7）が下校中に殺害された事件は発生から7日で1年になった。日常的に利用する通学路で連れ去られたことへの不安はいまも地域に残り、遺体が見つかった線路近くの通学路などではこの日も、児童が地域のボランティアや保護者に見守られながら登校していた。
車で学校まで送られた女子児童は「いってらっしゃい」と保護者に声を掛けられ、小走りで校門に向かった。黄色の帽子をかぶり、ボランティアに見守られながら手をつないで登校する児童の姿もあった。
亡くなった女子児童と同学年の孫がいる服部一志さん（76）は、不安な様子の孫を見て、事件後から毎日学校の近くまで付き添うようになったという。「事件後は見守りボランティアに新しい人が増えたが、今でも不安は消えない」と話した。
見守りをしていた漆山昭三さん（90）は「『安らかに眠って』と簡単な言葉では慰められない痛ましい思いがする」と語った。
事件は2018年5月7日に発生。女児は下校途中に行方不明になり、午後10時半ごろ、JRの線路で列車にひかれた状態で死亡しているのが見つかった。新潟県警は同月14日に死体遺棄容疑などで近くに住む小林遼被告（24）を逮捕。別の場所で殺害したとして6月に殺人容疑で再逮捕し、新潟地検は殺人や強制わいせつ致死などの罪で起訴した。
小林被告の公判前整理手続きは昨年9月から行われているが、初公判の日程は決まっていない。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44480870X00C19A5CC1000/

・学校の安全確保徹底を　文科省、全国に通知（日経新聞・5月8日）
お茶の水女子大付属中学校で秋篠宮家の長男、悠仁さまの机に刃物が置かれていた事件を受け、文部科学省は8日までに、全国の小中高校を所管する教育委員会などに、学校の安全確保の徹底を求める事務連絡を出した。
連絡は7日付。同省が作成、配布した資料で不審者の侵入を防ぐには(1)校門(2)校門から校舎入り口まで(3)校舎入り口――の3段階でのチェックが必要としていることなどを紹介。事件・事故の防止と発生時の対応の教職員への周知などを改めて求めた。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44531130Y9A500C1CC1000/

・子ども・子育て支援法改正案が参・内閣委で可決（TBS　NEWS・5月10日）
　幼児教育・保育を無償化する子ども・子育て支援法改正案が、与党などの賛成多数で参議院・内閣委員会で可決されました。
　改正案では、３歳から５歳児については原則として全ての世帯で、０歳から２歳児は住民税が非課税となる所得の低い世帯を対象に認可保育所や幼稚園などの利用料を無料にするほか、自治体が認めた場合、認可外の保育所でも補助金が支給されます。
　委員会では、自民党、公明党、国民民主党などの賛成多数で可決されましたが、立憲民主党と共産党は、「保育の質が置き去りにされている」などとして反対しました。
　「現在の制度設計のままですと、質の悪い劣悪な施設も無償化の対象となります」（立憲民主党 牧山ひろえ議員）
　「保育の受け皿の拡充と保育の質の確保・向上をですね、車の両輪としてしっかりと進めていきたい」（安倍晋三首相）
　改正案は１０日の参議院本会議で成立する見通しです。
https://headlines.yahoo.co.jp/videonews/jnn?a=20190510-00000008-jnn-pol

・子の引き渡しルールを明確化　改正民事執行法が成立（Yahooニュース／毎日新聞・5月10日）
子の引き渡しルールを明確化　改正民事執行法が成立
国会議事堂＝東京都千代田区で、本社ヘリから佐々木順一撮影
　離婚した夫婦間で子を引き渡す際のルールを明確化した改正民事執行法などが10日、参院本会議で可決、成立した。引き渡す側の親が不在でも、引き取る側の親が立ち会えば、裁判所の執行官が強制的に子を引き渡すことができる。一部を除き1年以内に施行される見込み。
　夫婦の離婚に伴う子の引き渡しは現在、明確なルールが定められておらず、親権がないまま子と暮らす親に拒まれて引き渡しが実現しない例も多い。子を親権者に返すまで制裁金を科す間接強制も行われているが、実効性に乏しいとされる。
　このため新たな制度は、制裁金では引き渡しに応じる見込みがあると認められない場合や、子に差し迫った危険を防止する必要があるなどの場合、裁判所が執行官に強制的な引き渡しの実施を命令し、執行官が子の居場所を訪ねることとした。これまでは引き渡しを命じられた親の立ち会いが必要だったが、新制度では親が不在でも親権者が立ち会えば引き渡せる。
　あわせて、国境を越えた子の連れ去り防止を定めた「ハーグ条約」の国内実施法も改正され、同様の規定が整備された。
　また、改正民事執行法は、養育費の支払い義務を果たさない人の預貯金などを差し押さえやすくする制度も新設した。債権者が申し立てれば、裁判所が金融機関に命じて債務者の預貯金などの情報を取得でき、市町村や登記所などの公的機関からは土地・建物や勤務先の情報を得られる。
　このほか、不動産競売からの暴力団排除策も盛り込んだ。買い受けの際に組員などでないことを陳述させ、うその場合は刑事罰を科す。裁判所は最高額の入札者を警察に照会し、組員などと認められれば売却を許可しない。【村上尊一】
　◇改正民事執行法のポイント
▽離婚に伴う子の引き渡し手続きを明確化。裁判所に引き渡しを命じられた親が現場にいなくても、引き取る側の親がいれば、執行官が強制的に引き渡せる。
▽養育費や賠償金を支払う義務がある人の預貯金や勤務先の情報を、裁判所が金融機関や公的機関に照会、取得できる。
▽不動産競売から暴力団を排除。最高額の入札者が組員なら裁判所が売却不許可を決定。
　◇強制執行に「配慮規定」　解釈今後に
　今回の法改正は、子の福祉の観点から、強制執行に「配慮規定」を盛り込んだのが特徴だ。裁判所と執行官の責務として、「子の年齢及び発達の程度」などの事情を踏まえ、「子の心身に有害な影響を及ぼさないように配慮しなければならない」と条文に明記した。
　民事執行法は、債権者の申し立てにより裁判手続きで強制的に債務者から債権を回収する手続きなどを定めている。「物」の引き渡しに関する規定が、子の引き渡しにも類推適用され、子への配慮は執行官の裁量に委ねらているのが実情だった。
　新たに配慮規定を設けることで、児童心理の専門家などを執行補助者に据えるといった運用をより一層促す効果も期待されている。政府関係者は「強制執行の運用に基軸、価値観を与える条文だ」と説明する。規定をどう解釈し、具現化していくのかは、裁判所などが今後実務を通じて検討していくこととなる。
https://headlines.yahoo.co.jp/hl?a=20190510-00000069-mai-pol

・幼児教育・保育、１０月無償化…対象３００万人（読売新聞・5月10日）
　幼児教育・保育を無償化する改正子ども・子育て支援法と、低所得世帯を対象に高等教育の無償化を図る大学等修学支援法は１０日昼の参院本会議で、それぞれ自民、公明両党などの賛成多数で可決、成立した。政府は、幼児教育・保育は今年１０月、高等教育は来年４月から無償化を実施する予定だ。
　無償化制度は、子育てと教育の家計負担を軽減し、少子化の進展に対処する狙いがある。政府は年間の対象者について、幼児教育・保育は約３００万人、高等教育は約７５万人と見込み、年間費用を１兆５３６４億円（幼保７７６４億円、高等教育７６００億円）と試算している。財源には、今年１０月に予定している消費税率の１０％への引き上げに伴う増収分を活用する。
　幼児教育・保育では、３～５歳児を持つ全ての世帯と、０～２歳児を持つ住民税非課税世帯を対象に、認可保育所や認定こども園などの利用料を無償とする。幼稚園の利用料も、月２万５７００円を上限に無償化する。
　保護者の就労や親の介護などの事情があり、自治体から「保育の必要性がある」と認定されれば、幼稚園の預かり保育も月１万１３００円まで無償となる。認可外保育施設についても、３～５歳児で月３万７０００円まで、０～２歳児は住民税非課税世帯に限り月４万２０００円まで無償化する。
　高等教育では、大学や短大、高等専門学校、専門学校の授業料と入学金を減免する。返済が不要な給付型奨学金も拡充し、学生の生活費を賄えるようにする。
　対象は、住民税非課税世帯と、それに準じる世帯の学生。両親と本人、中学生の４人世帯の場合、年収約３８０万円未満が目安となり、非課税世帯の学生への減免・給付額を基準に、世帯年収に応じて３分の２、３分の１の額を支援する。
　政府は６月にも、制度の対象となる学生と、大学など教育機関の要件などを定めた政省令を決める。具体的には、学生は修得単位数が標準の５割以下など、成績が著しく不良な場合は支援を打ち切る。教育機関も経営に問題がある場合は対象外とする。
　政府は高等教育機関への進学率について、全世帯平均は約８割に達する一方、住民税非課税世帯では約４割にとどまると推計している。無償化により、支援対象世帯の進学率が全世帯平均並みに上昇すると想定している。
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20190510-OYT1T50235/

・授業料・入学金を減免…大学等修学支援法が成立（読売新聞・5月10日）
　高等教育の無償化に向けた大学等修学支援法が１０日、参院本会議で、自民、公明両党などの賛成多数で可決、成立した。
　原則として住民税非課税世帯の学生を対象に、大学や短大、高等専門学校、専門学校の授業料と入学金を減免する。返済不要の給付型奨学金も拡充する。
https://www.yomiuri.co.jp/politics/20190510-OYT1T50223/

・5歳から小2、学び一貫　「小1問題」解消へ一手 （日経新聞・5月14日）
5歳から数や文字を学び、小学校での学習につなげる――。幼稚園と小学校の円滑な接続を目指す取り組みが今年度、東京都で始まった。5歳から小2まで一貫したカリキュラムの開発が柱で、小学校に入った子供が不適応を起こす「小1プロブレム（小1問題）」の解消を狙う。荒川区が選定したモデル校で試行を進め、2021年度から本格実施する方針だ。
「幼稚園では遊び一つとっても自分で選べるが、小学校では『みんなと同じ』を求められる」「園によって学習程度に差があり、統一したカリキュラムで教えるのは難しい」。4月19日、荒川区の教育センター。小学校の教員や幼稚園の園長ら約20人が集まり、真剣な表情で話し合った。
5歳～小2のカリキュラムを作る委員会の初会合。都教育委員会によると、全国初の試みだ。参加者からは「どこから決めたらいいのか」と戸惑う声が上がる一方、「園での遊びにプラスして（学習が）できるようにしたらどうか」などアイデアも盛んに出された。
取り組みは都と荒川区が主体。区は、同じ敷地内にある区立町屋幼稚園と同第七峡田（はけた）小学校をモデル校に選定し、カリキュラムの策定に向けた試験的な保育と授業を7月から始める。同園と同小を、学習指導要領にとらわれない教育課程が組める国の研究開発学校に申請する方針だ。
幼小の学びの段差をなだらかにするため、町屋幼稚園では5歳から、小学校の学習内容に遊びを通じて少しずつ触れる。「平仮名の読み書き」「数や図形の理解」などだ。例えば芋掘り体験では「たくさん取れた」といった感想にとどまらず、芋の大きさをメジャーで測ってみる。七夕では短冊に願いごとを平仮名で書いてみる、といった活動を検討している。
遊びを通じた体験的な学びの一部は小学2年まで続ける。そのため第七峡田小に「学びの部屋」を設置。黒板に向かって一斉に学ぶスペースと、個人・グループで学んだり遊んだりできるスペースの両方を併せ持つ空間だ。
町屋幼稚園の5歳児は入学前に小学校の雰囲気を体験。入学後は幼稚園とのギャップに戸惑いや不安を覚える子供もいるため、学びの部屋の利用を続ける中で学校生活になじめるようにする。同幼稚園長を兼任する第七峡田小の小林輝明校長は「幼小接続で生活スタイルの激変を避け、余裕を持って学べるようにしたい」と語る。
小学校の現場で小1問題は依然、深刻だ。都内の公立小を対象に都が17年度に行った抽出調査では、66%の学校が「過去5年で小1問題が発生していると感じたことがある」と回答した。体を動かし、自分の意思で行動できる幼稚園と、机の前に長時間、静かに座っていることを求められる小学校の違いは大きい。
都はこれまで、小学校低学年に教員を手厚く配置し、学級規模を小さくして子供に丁寧に目配りできるようにするなどの対策を講じてきた。一定の効果はあったものの、教育内容の面でも改善を図る必要があると判断した。
今回の取り組みには「小学校教育の先取りではないか」との指摘もある。カリキュラム策定に関わる白梅学園大の無藤隆特任教授（保育学）は「小学校教育の手法をそのまま5歳児に下ろすのではなく幼児期にふさわしい活動、遊びの中に自然な形で学びを織り交ぜていく」と強調。「現在は園によって学びの程度に大きな差がある。幼児期の終わりまでに育ってほしい姿を明確にすることで、園での学びの成果を小学校でも広く生かせるようにしたい」と話す。
■個人差に配慮　反復学習
幼児や就学後間もない児童は知識、技能、思考力などの個人差が大きい。発達の状況はいわゆる早生まれ、遅生まれの違いによっても左右され、円滑な幼小接続を図る上での課題になっている。
東京都は2018年12月、教員、保護者、幼児・児童ら約4千人を対象に実態調査を実施。生活習慣に関係する「自分の物を整理・整頓する」、思考力・判断力を必要とする「見通しをもって物事に取り組む」などの能力が、どの程度あるかを4段階で調べた。
その結果、小1では45の測定項目全てで4～6月生まれの子が1～3月生まれの子を上回った。5歳児でも同様の傾向が表れた。
これを受け、都は個人差が大きいと考えられる教育内容については重点的に、5歳から低学年まで繰り返し学ぶ機会を設け、より深い理解につなげたい考えだ。
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO44708950T10C19A5KNTP00/

・社説：高校普通科改革　多様性を確保できるか（京都新聞・5月21日）
　政府の教育再生実行会議が、高校生の７割が通う普通科の改革を柱とする提言を安倍晋三首相に提出した。
　大学受験を念頭に置いた指導が中心となっている現在の普通科の教育を見直し、学校ごとの特色に合わせて類型化する方向性を打ち出した。
　国際化や情報通信技術（ＩＣＴ）の進展といった社会の変化に対応できる多様な人材養成につなげたいという。
　「脱画一化」によって、生徒たちの個性や関心、希望する進路に応じた教育の充実を目指すのは理解できる。
　一方で、類型化が進むと、目標が定まらない生徒と学校の特色とにミスマッチが生じたり、学校数の少ない地方では選択肢が十分になかったりする懸念がある。
　生徒たちの多様さや将来の可能性にかえって枠をはめてしまわないよう留意し、高校教育の在り方を幅広く議論すべきだろう。
　提言は、全国の高校に「特に力点を置く学習内容」など教育目標を明確にするよう要求。それらを踏まえ、国際的に活躍するリーダー育成▽科学技術の分野をけん引▽地域課題を解決－といった例を挙げ、「各校が選択可能な学習の方向性に基づいた類型」の枠組みを示すよう国に提案した。
　同じ普通科でも大学進学者が大半の高校や、就職や専門学校を目指す生徒が多い高校など多様だが、カリキュラム自体は大きく変わらず、大学受験を念頭に置いた授業編成が大半だ。提言では画一的な学びが生徒の能力や関心を踏まえておらず、学習意欲に悪影響を及ぼしていると指摘している。
　２０２２年度から順次実施される高校の新学習指導要領で、主権者教育やＩＣＴ活用など、時代に対応した新しい学びが数多く導入される。普通科も多様性を持つべきという考え方だろう。
　ただ、類型化を進めると、中学卒業段階での高校選択の重みが一段と増す。生徒の興味や進路の希望は１０代を通して大きく変わることを十分に考慮する必要がある。
　進学重視校の「エリート化」が加速する可能性もある。類型例を見ると、産業界が求める実学や人材育成を重視する「選別」のような動きを早期に持ち込むのではという懸念も拭えない。
　高校教育は、社会変化に対応できる知識や技能とともに、その土台となる幅広い教養や知的好奇心を育む場だ。新要領が掲げる「主体的・対話的で深い学び」を実現する中身の議論を深めたい。
https://www.kyoto-np.co.jp/education/article/20190521000056

・子どもが健全に過ごせる国、日本は１９位　国際ＮＧＯ（朝日新聞・5月29日）
　栄養や教育、治安など八つの指標をもとに、子どもが健全な幼少期を過ごすことができる国を順位付けした報告書「世界子どもリポート」を、国際ＮＧＯ「セーブ・ザ・チルドレン」が２８日に発表した。１７６カ国が対象で、日本は１９位だった。
　リポートは、５歳未満で亡くなる▽栄養失調▽初等・中等教育を受けていない▽働いている▽少女の若年結婚▽若年出産▽紛争で家を追われる▽殺害される――といった八つの点を数値化し、各国の順位を付けている。
　１位はシンガポールで、２位にスウェーデン、３位にはフィンランド、ノルウェー、スロベニアが並んだ。韓国が８位に入り、中国と米国がともに３６位。紛争が続く中央アフリカが最下位だった。
　日本は、５歳未満の死亡率０・２６％▽栄養失調率７・１％▽初等・中等教育を受けていない割合１・７％▽少女の若年結婚率０・５％▽若年出産率０・４２％▽紛争で家を追われる割合０％▽殺害される割合０・０００１％――だった。全ての指標で上位陣と大きな差がなかったが、働いている子どもの割合は未計上となっている。
　セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンの千賀邦夫事務局長は「日本では子どもたちの子ども時代が奪われているわけではないが、子どもを取り巻く環境には依然多くの課題がある」と総括した。国連子どもの権利委員会は２月、日本政府に、体罰の全面的禁止の法制化などを勧告しており、子どもへの暴力や性的虐待、搾取が高い水準にある、と懸念を表明している。
　リポートは、世界の子どもをめぐる環境が２０００年に比べて大きく改善したと指摘。一方で、６億９千万人が適切な子ども時代を過ごせず、１億４５００万人が亡くなっているとも推計している。世界の子どもの４人に１人が健全な子ども時代を送れていないことになるという。（ニューヨーク＝藤原学思）
ログイン前の続き子どもが健全な幼少期を過ごせる国ランキング
１　シンガポール
２　スウェーデン
３　フィンランド、ノルウェー、スロベニア
６　ドイツ、アイルランド
８　イタリア、韓国
１０　ベルギー
１１　アイスランド、ポルトガル
１３　キプロス、スペイン
１５　オーストラリア、スイス
１７　イスラエル、ルクセンブルク
１９　フランス、日本、リトアニア
２２　英国
２３　カナダ、デンマーク
２５　ニュージーランド、ポーランド
３６　中国、米国
３８　ロシア
６５　北朝鮮
９９　ブラジル
１０２　フィリピン
１０７　インドネシア
１１３　インド
１７４　チャド
１７５　ニジェール
１７６　中央アフリカ
https://digital.asahi.com/articles/ASM5X1R51M5XUHBI001.html?_requesturl=articles%2FASM5X1R51M5XUHBI001.html&rm=763

・標的になったスクールバス「みんなで子供たち守る」　川崎児童殺傷（産経新聞デジタル・5月30日）
　川崎市多摩区で児童ら１９人が刃物で殺傷された事件では、安全対策として推奨されていたスクールバスを待つ子供たちが標的になった。各自治体の教育委員会は、学校などに子供たちの安全確保を要請。スクールバスを運行する小学校では見守りを強化し、どうすれば子供たちを守れるか、模索を続ける。
　「同じようにスクールバスを利用している学校として憤りを感じ、ショックを受けた」。私立の智弁学園奈良カレッジ小学部（奈良県香芝市）の山本博正校長は、そう話す。
　同校が開校した平成１６年、奈良市で市立小１年の女児が誘拐、殺害される事件が発生。安全対策として近鉄電車で通学する小学１、２年生には教員が一緒に乗車し、スクールバスで学校まで引率してきた。だが、今回は教員が近くにいる中で惨事が起きた。
　事件後、同校は駅に配置する教員を増員したほか、子供自身が身を守れるよう各担任が「常に身の回りに気を配る」「通学中に騒がないなどのマナーを守る」などと注意を呼びかけた。それでも山本校長は「今回のような犯罪を防ぐ方法があるのか」と苦悩する。
　昨年６月に政府がまとめた「登下校防犯プラン」では、子供を極力１人にしないための方法のひとつとして、スクールバスの活用が集団登下校とともに例示されている。文部科学省によると、２８年３月末時点で全国の小学校約２万校のうち約３１００校（１５・７％）がスクールバスを運用。私立では特に割合が高く、小学校で４４・６％、幼稚園で８１・１％にのぼる。
　兵庫県尼崎市の私立・百合学院小学校は事件後、駅付近のスクールバスのバス停では必ず教員が見守り、駅以外のバス停で乗り降りする場合は、保護者に付き添うよう依頼した。福中千鶴教頭は「学校だけではどうしようもない面もある。保護者の協力や警察のパトロール強化など、みんなで子供たちを守るしかない」と言葉をかみしめた。
　公立校でも事件を深刻に受け止める。大阪府能勢町立能勢小学校・中学校には町内全域から児童生徒が通うため、２８年の開校当初からスクールバスを走らせている。事件を受けて、登下校の時間帯に教員が車数台で町内を巡回パトロール。遠藤克俊校長は「事件を防ぐのは難しいが、学校としてできるだけのことをしたい。事件の前から地域の住民や保護者がバス停などで見守り活動をしてくれているが、今後さらに協力をお願いできれば」と話す。
　また、市立小中学校１２校でスクールバスを運行する兵庫県養父市の教育委員会は、各学校へ注意喚起の文書を送付した。以前からバス停に地域住民が立ち、下校時に教員がバスに同乗するといった対策を取っているといい、担当者は「兵庫県内では過去に登下校中の児童を狙う犯罪が複数あり、対策には力を入れている。改めて気を引き締めたい」。大阪府教育庁や大阪市教委なども事件発生直後、各学校に対して通学時の児童生徒の安全確保を求めた。
https://www.iza.ne.jp/kiji/events/news/190530/evt19053012050011-n1.html

・ＤＶ　民間シェルター、強化　政府財政支援拡充へ（毎日新聞・5月31日）
　政府は家庭内暴力（ドメスティックバイオレンス、ＤＶ）から一時避難した母子を受け入れる「民間シェルター」の運営強化に向け、新たな枠組みで直接の財政支援に乗り出す。民間シェルターはＤＶ被害者を保護する「駆け込み寺」の機能を担うが、財政難や人材不足が指摘されている。３１日に支援拡充の方向性を盛り込んだ有識者会議の報告書を公表し、来年度予算で関連経費の計上を目指す。
https://mainichi.jp/articles/20190531/ddm/001/040/153000c

・運動会、日焼け止め使っちゃダメ？　「家庭で塗る」原則？（西日本新聞・5月31日）
　「異常な暑さなのに、日焼け止めを塗るのは駄目と先生に言われた」。福岡市の中学生から気になる声が特命取材班に寄せられた。九州の小中学校は運動会シーズン真っ盛りで、懸命に練習に励む子どもたちの姿を見かける。学校での日焼け止め使用はルール違反なのか。
　生徒は「先生たちは長袖やサングラスなどで完全防備をしているのに」と嘆く。取材に校長は「『原則として日焼け止めは家庭で塗ってくる』と校則に定めている。日焼け止めを持ち込み、学校内で塗っていたことを注意した」と説明。不十分なら必要に応じて個別に相談するよう生徒に呼び掛けており、塗ってはいけないわけではないとした。
　熊本市の40代女性からは「子どもが通う中学では日焼け止めを使うのに許可願がいる」との情報も寄せられた。配られたプリントは許可を求める理由を書き、保護者が押印して提出するよう求めていた。安全上、生徒が持ってきた日焼け止めクリームは保健室に保管し、必要な生徒は休み時間に保健室で塗るという。学校は取材に「人数や健康状態を把握するためで許可をしないわけではない」と説明。女性は「自己管理すれば済む問題。プリントの作成、集約作業が教員の働き方改革にも逆行している」と釈然としない様子だった。
　　　　　　■
　教育委員会はどう指導しているのか。九州7県と福岡、北九州、熊本の3政令市に聞いたところ、学校の裁量に任せており、日焼け止めの使用を禁じているところはなかった。
　文部科学省は2015年、体育活動中の紫外線対策についての事務連絡を各教委などに出した。環境省のマニュアルに基づき、正しい知識を持ち適切な指導を行うよう求めている。マニュアルは日焼け止めについて「子供も上手に使うのが効果的」とあった。福岡県教委や熊本県教委はマニュアルを踏まえた指導を求める通知を出しており、同県教委は「利用促進を呼び掛けている」とした。
　鹿児島県教委は「日焼けがパフォーマンスの低下につながるという考え方もある。日焼け止めを付けてはいけないというルールは県内では聞いたことがない」。大分県教委は「子どもたちの体質や疾病にも関わる問題であり、細やかな対応が求められる」とした。
　日本小児皮膚科学会は日本臨床皮膚科医会との統一見解として「紫外線対策は美容目的だけではない」と、曇りの日も含めて対策の必要性を強調。紫外線は午前10時から午後2時が強くなり、1年の中では4月から9月が強いとして、「運動会など、長時間紫外線を浴びる行事は春より秋が良い」と提言。（1）SPF（紫外線B波を防ぐ数値）15以上（2）無香料・無着色－の日焼け止めクリームを上手に使うことを呼び掛けている。
　また、汗で流れることもあるため「2、3時間ごとに重ね塗りするとより効果的」とする。重ね塗りの必要性は環境省のマニュアルも言及していた。
　先の校長にこの点を問うと「個別に生徒と相談の上で対応する。日焼け止めを買えない家庭もあるなど、いろんな観点の配慮も必要になる」と述べた。
　日焼け止めの使用を巡っては、特に水泳の授業でプールの水が汚れるという理由で禁止する学校も存在した。同学会は「汚れないことは複数の実証実験で明らかになっている」と指摘。「必要なときは使用を許可しましょう」と呼び掛けている。
　福岡管区気象台によると、九州地方は紫外線が非常に強い状態が続いており、「曇りでも晴れ間が見えるときは紫外線対策が必要」としている。
https://www.nishinippon.co.jp/item/n/514561/

・子どもの事件語るべきか　佐世保・小6殺害から15年（西日本新聞・5月31日）
　長崎県佐世保市の大久保小で2004年、当時6年生だった女子児童が同級生に刃物で殺害された事件から6月1日で15年になる。現場となった学校では、毎年この日に「いのちを見つめる集会」を開いているが、最近は校長が事件に言及することはない。失われた命の大切さをどのように語り継げばよいか。事件に心を痛めた市民の受け止めは一様ではない。
　事件現場の教室は改修され「いこいの広場」となった。昨年4月に就任した佐藤正実校長はここで毎日手を合わせる。「事件を風化させてはならないと一番思っているのは私」と自負している。今年の集会も事件には触れない方針だ。「事件の内容は重い。脳の発達が未成熟な子どもたちに伝えるべきか否かを考えて、踏みとどまった」と話す。
　集会には児童、教員、保護者、地域住民が参加し、それぞれの代表が命を守る決意を発表する。かつては校長が、同級生とのトラブルで女児が亡くなったと説明していたが、17年から死亡した事実のみを伝える。
　17年に校長だった小林庸輔さん（61）に理由を聞くと「集会の目的は命を見つめること。事件を思い出すことではない」と答えた。児童の心への配慮に加え、過去よりも、現在目の前にいる児童を重視する考えからだという。
　子どもが大久保小に通う男性は、学校の方針に理解を示す。「命って、大人でも難しい。大人が分かっていないから子どもに伝え切れない」。事件の風化よりも当時を知らない人が事件を蒸し返し、間違った情報が飛び交うことを懸念する。
　地元住民の感情は複雑だ。大久保小OBの70代男性は事件を悲しみ、長く苦しんだ。「事件は思い出したくないし、思い出させたくもない」。一方で「二度と同じような事件を起こさせない」との思いで、児童の通学に毎朝付き添う。
　亡くなった女児と子どもが同級生だった女性は、ヘリコプターの音を聞くと、取材が殺到した事件当時を思い出し、胸がうずく。集会は欠かさず出席し、女児の冥福を祈る。学校が事件の中身に触れないことには「彼女の存在が薄れてしまう」とショックを受けた。大切な命が失われた事件を忘れてはいけない‐。思いはずっと変わらない。
　事件後に大久保小で校長を務めた三島智彰さん（65）はこう考える。「命は大切です、と呪文のように繰り返すことは簡単だ。なぜ大切か。理解を深めるためにも、集会を始めた経緯は踏まえておいた方がいい」
　佐世保市の小中学校では31日、各校長が自身の言葉で児童、生徒に「命の大切さ」を語る。内容は校長に委ねられている。
https://www.nishinippon.co.jp/item/n/514562/

・川崎殺傷事件「ひきこもりではなく、"孤立"に目を向けて」 ひきこもり当事者団体がメディアの報道に注文
事件報道に関して「無関係のひきこもり当事者を深く傷つけ、誤解と偏見を助長する」という懸念が公表された。（ハフポスト・5月31日）
《ひきこもっていたことと殺傷事件を起こしたことを憶測や先入観で関連付ける報道がなされていることに強い危惧を感じています》
 川崎殺傷事件を受けて、ひきこもり当事者や経験者が運営する団体が31日、「ひきこもりと犯罪を関連付けるような報道」が多くされていることに対して声明文を公表した。
今回の事件では、容疑者の男性がひきこもり状態であったことがわかっている。
 声明文ではまず、《「ひきこもるような人間だから事件を起こした」とも受け取れるような報道は、無関係のひきこもり当事者を深く傷つけ、誤解と偏見を助長する》と指摘。続けて、報道機関に対して《報道倫理に則り、偏った不公正な内容や、事件とひきこもりを短絡的に結びつけるような報道はしないこと》を求めた。
 ハフポスト日本版は、声明文を公表した一般社団法人ひきこもりUX会議の代表理事・林恭子さんに電話インタビューをした。
 「たまたま事件を起こした人がひきこもりだっただけ」
 林さんは、「これまでも、凶悪事件の犯人がひきこもりだと報道されるたびに、当事者は社会からバッシングを受けてきた」と話す。ひきこもりに対しては、「暗い・コミュニケーションが取れない・ゲームやネットばかりしている・得体の知れない」などのネガティブなステレオタイプも溢れている。
 「たまたま事件を起こした人がひきこもりだっただけなのに、犯罪とひきこもりがイコールに語られるような報道が多くされています。犯罪を犯したということと、ひきこもりをつなげて考えないでほしいです」と林さん。
 こうした報道が続くことの一番の懸念は、ひきこもりに対するネガティブなイメージが助長され、社会に「ひきこもりを隠そうとする風潮」が広まること、と林さんは言う。そうなれば、当事者が社会の中でさらに孤立してしまう恐れがある。
声明文でも、《これまでもひきこもりがちな状態にあった人物が刑事事件を起こすたび、メディアで「ひきこもり」と犯罪が結び付けられ「犯罪者予備軍」のような負のイメージが繰り返し生産されてきました。社会の「ひきこもり」へのイメージが歪められ続ければ、当事者や家族は追いつめられ、社会とつながることへの不安や絶望を深めてしまいかねません》と語られている。
 「ひきこもり」ではなく「孤立」に目を向けて
 林さんは、今回の事件について、「犯人が『孤立していた』ということに目を向けていく必要がある」と話す。孤立は、ひきこもりであるなしに関わらず、誰でも抱えうる問題だ。
 また「ひきこもりも、決して「他人事」ではない」と林さんは言う。ひきこもりのきっかけも、職場でのパワハラやセクハラ、親の介護など、誰にでも起こりうることが多い。
「 ひきこもりを危ないものや違うものと捉えるのではなく、自分事としてみんなで考えていくことが大切ではないでしょうか」と林さんは話す。
 声明文は以下のように締められている。
 《事件の背景が丁寧に検証され、支え合う社会に向かう契機となることが、痛ましい事件の再発防止と考えます。特定の状況に置かれている人々を排除したり、異質のものとして見るのではなく、事実に則り冷静に適切な対応をとっていただくようお願い申し上げます》
https://www.huffingtonpost.jp/entry/hikikomori_jp_5cf0d726e4b0a1997b6824ec?utm_hp_ref=jp-homepage

